2016年6月21日～22日　4野党書記局長・幹事長会談、記者クラブ討論会
岡田氏、民共連立に含み…「状況変わると思う」

読売新聞2016年06月21日 15時32分

　民進党の岡田代表は２０日、共産党が目指す両党の連立政権について、「未来EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(えいごう),永劫)（ない）ということにはならない」と述べ、将来的な可能性に含みを持たせた。

　千葉県習志野市で記者団に語った。

　岡田氏は「今は全く（連立を）考えていない」とした上で、「相手も変わるかもしれないし、状況も変わっていくと思う」と語った。共産党が、日米安全保障条約廃棄や自衛隊解消を掲げる党綱領を変更する可能性を念頭に置いているとみられる。岡田氏は１９日のインターネット番組でも、「（共産党と）現時点では政権を共にすることはできない」と述べ、「現時点」との条件をつけて連立を否定していた。

　一方、共産党の志位委員長は、「総選挙までに前向きの合意を得るために努力する」などと、連立に前向きな発言をくり返している。

しんぶん赤旗2016年6月22日(水)

市民連合、たなべ統一候補推薦　香川　政策合意書を交わす
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（写真）会見する（手前左から）たなべ健一野党統一候補、近藤浩二氏、中野晃一氏ら＝２１日、香川県庁内


　参院香川選挙区で日本共産党公認の、たなべ健一野党統一候補は２１日、香川県庁内で「安保法制を廃止し立憲主義を回復する市民連合＠かがわ」と政策合意書を交わし、参院選で力をあわせ勝利を目指すことを確認しました。

　合意書は、安保法制の廃止と立憲主義回復、改憲阻止とともに、個人の尊厳を擁護するための具体的な政策課題について提案しています。

　「市民連合＠かがわ」の近藤浩二代表は「たなべ候補と合意した政策に基づき、選挙を一緒にたたかう」と決意を述べました。

　東京から駆けつけた市民連合の中野晃一上智大学教授も同席し、全国組織の市民連合としても同様に、たなべ氏を推薦し政策合意を結んだことを報告。「香川のみなさんが全国的な野党共闘の先頭に立ってほしい。たなべ氏を全力で応援していく」と述べました。

　たなべ候補は、「野党共闘と市民の代表として、皆さんの期待に応える結果を必ず出していく」と決意を表明しました。

　会見後は、たなべ候補、近藤氏、中野氏らが懇談しました。

　「市民連合＠かがわ」は２０日に日本共産党、民進党、社民党の野党３党と政策要望書を交わしています。

しんぶん赤旗2016年6月22日(水)

都知事選も野党共闘　４野党書記局長・幹事長会談　都政刷新へ候補者擁立

　日本共産党の小池晃書記局長、民進党の枝野幸男幹事長、社民党の又市征治幹事長、生活の党の玉城デニー幹事長は２１日、国会内で会談し、参院選で野党統一候補を実現した全国３２の１人区で勝ち抜くとの目標を改めて確認するとともに、舛添要一知事の辞職にともなって行われる東京都知事選でも野党が共同して候補者を擁立することで一致しました。

　会談では、公示目前となった参院選で１人区すべてで実現した野党統一候補の勝利のために力を尽くすことを確認。都知事選については、自民、公明が押し上げた都知事が２代にわたって政治とカネの問題で辞任しており、このような知事をつくり出してきた自民、公明の責任を追及し、都政を刷新する候補者を野党共同の枠組みで擁立することで合意しました。
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（写真）会談後記者会見する（左から）玉城、枝野、小池、又市の各氏＝２１日、国会内


　会談後の共同記者会見で枝野氏は、安倍首相が“安倍政権を倒すためだけに共闘するのは無責任だ″と述べていることについて、「安保法制の廃止、国民生活を守るという観点から具体的な法案も含めて共通して進めていくことを示している。ちゃんと勉強してからものをいってほしい」と批判しました。

　さらに、与野党相乗りの都知事候補を擁立しようとする政府与党の動きについて問われ枝野氏は「２代にわたる自公による都政を刷新するというテーマだ。相乗りは考えられない」と述べました。

　小池氏は「すべての１人区で共闘関係ができあがり、連日のように共同の街頭演説会も行われ、安倍政権を追い込む大きな力になっています。野党共闘を勝利させるために頑張りぬきたい」と表明。都知事選について「自民党と公明党の責任を追及し、それを刷新できる人物を野党共闘の枠組みで押し上げ、参院選と一体に勝利したい」と表明しました。

党首そろい踏み積極的に＝参院選で４野党


会談に臨む（左から）生活の党の玉城デニー幹事長、民進党の枝野幸男幹事長、共産党の小池晃書記局長、社民党の又市征治幹事長＝２１日午後、東京・永田町の衆院第２議員会館
　民進、共産、社民、生活の野党４党は２１日の幹事長・書記局長会談で、参院選期間中の街頭演説などで４党の党首や幹事長同士によるそろい踏みの機会を積極的につくっていく方針を確認した。４党の連携をアピールすることで、安倍政権に対する批判票を幅広く取り込みたい考えだ。
　会談後、民進党の枝野幸男幹事長は記者団に「（改選数１の１人区で）野党候補を一本化することが目的ではなく、それにより選挙を勝ち抜くことが目的だ」と強調した。　（時事通信2016/06/21-16:26）
野党４党「都知事選でも連携」で一致
ＮＨＫ6月21日 17時20分
東京都の舛添知事の後任を決める東京都知事選挙を巡って民進党や共産党など野党４党の幹事長・書記局長が会談し、「自民・公明両党による都政を刷新する必要がある」として４党が連携して候補者の擁立を目指す方針で一致しました。
国会内で行われた会談には民進党、共産党、社民党、生活の党の野党４党の幹事長・書記局長が出席しました。この中で、野党４党は舛添知事の後任を決める東京都知事選挙について「自民・公明両党による都政を刷新する必要がある」として参議院選挙と同様に４党が連携して候補者の擁立を目指す方針で一致しました。会談のあと出席者がそろって記者会見し、民進党の枝野幹事長は「自民・公明両党が推した知事が２代にわたって大失敗した。都政を刷新するという観点から両党と相乗りにすることは考えられない」と述べました。これに先だって、民進党の東京都連は東京都内のホテルで会合を開き、会長を務める松原・元拉致問題担当大臣は記者団に対し、「政治とカネの問題をきちっと改革できるまじめで間違いのない候補者を擁立しなければならない」と述べ、今後、具体的な候補者を絞り込む作業に入っていきたいという考えを示しました。一方、民進党内で立候補に期待の声が上がっていた蓮舫代表代行は東京都内で記者団に対し、「いろいろな人たちから声を頂いて本当に真剣に考えたが、私がやりたいことは都政ではなく国政にある」と述べ、都知事選挙に立候補しない意向を正式に表明しました。
都知事選も４野党共闘＝民進に「実務型」推す声


東京都知事選に出馬しない意向を記者団に表明する民進党の蓮舫代表代行＝２１日午後、東京都千代田区
　民進、共産、社民、生活の野党４党は２１日、幹事長・書記局長会談を衆院議員会館で行い、東京都の舛添要一知事辞職に伴う出直し知事選（７月１４日告示、同３１日投開票）への対応について、参院選同様、４党が一致して推せる候補者を擁立する方針を決めた。早期の人選に向け、幹事長レベルなどで調整を進める。
　会談では、候補者擁立に当たり都議会に議席を持つ地域政党「東京・生活者ネットワーク」や、安全保障関連法廃止を訴える市民団体「市民連合」とも連携していくことを確認。この後、民進党の枝野幸男幹事長は記者団に「自民、公明両党による２代にわたる都政を刷新する。（自公との）相乗りは考えられない」と明言した。
　これに先立ち、民進党東京都連は選対委員会の会合を開き、候補者選びについて協議。出席者から、旧民主党政権で総務相を務めた片山善博元鳥取県知事ら５、６人の名前が挙がり、「本気で行政を考えてきた実務型がいい」「勝つためには一定の知名度が必要だ」といった意見が出された。　
　一方、都知事選出馬に民進党内で待望論があった蓮舫代表代行は都内で記者団に「国政でしっかりやることがある」と述べ、２２日公示の参院選出馬を明確にした。参院選後の都知事選転出についても「考えたこともない」と否定した。（時事通信2016/06/21-16:26）
都知事選も野党共闘で一致　枝野氏「自公の都政刷新」

共同通信2016/6/21 17:29

　民進、共産、社民、生活の4野党の幹事長・書記局長が21日、東京都内で会談し、都知事選（7月14日告示―同31日投開票）で共闘していくことで一致した。民進党の枝野幸男幹事長は会談後「自公の都政を刷新する」と述べ、結束して候補者を擁立する考えを示した。

　野党4党に加え、参院選で安全保障関連法廃止を掲げる候補を支援する団体「市民連合」や、都議会の野党会派「東京・生活者ネットワーク」とも連携していく。

　枝野氏は「（与野党の）相乗りは考えられない」と改めて強調。会談では具体的な候補者の名前は挙がらなかったが、民進党が今後、候補者を絞り込む役割を担うという。

野党４党、都知事選でも連携　蓮舫氏は不出馬を明言
朝日新聞デジタル2016年6月21日18時14分
　民進、共産、社民、生活の党と山本太郎となかまたちの野党４党は２１日、幹事長・書記局長会談を国会内で開き、７月１４日告示の東京都知事選で連携していくことを確認した。民進の枝野幸男幹事長は、記者団に「一致して推せる候補者を擁立しようということで一致した」と述べた。
　また民進の蓮舫代表代行は２１日、都知事選に出馬しないことを明言した。都内で記者団に「国政でしっかりやることがあるので、参院選に立候補する」と語った。参院選後に都知事選に立候補することも否定した。
野党４党、都知事選統一候補の擁立目指す　幹事長会談 
日経新聞2016/6/21 19:08
民進、共産、社民、生活の野党４党の幹事長・書記局長は21日、国会内で会談し、東京都知事選（７月14日告示―同31日投開票）で、４党などが一致して推せる候補者の擁立を目指す方針を決めた。具体的な人選は今後協議する。民進党の枝野幹事長は会談後、「自民、公明両党による都政を刷新する。（与党との）相乗りは考えられない」と述べた。
　共産党の小池晃書記局長は、自公両党が支援した舛添要一知事の辞職を念頭に「自公の責任は極めて明確だ。参院選と一体となり野党共闘の流れでぜひ、勝利したい」と訴えた。
　一方、民進党の蓮舫代表代行は21日、都内で記者団に「都知事選に出馬しない」と明言した。蓮舫氏には民進党内などで出馬への期待が高まっていた。
都知事選候補 　民進都議、片山氏で一致　都連が調整へ
毎日新聞2016年6月22日　07時00分（最終更新　6月22日　07時00分）
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片山善博・慶応大教授
　舛添要一知事の辞職に伴う東京都知事選（７月１４日告示、同３１日投開票）で、都議会民進党（旧民主系）が前鳥取県知事の片山善博・慶応大教授（６４）に立候補を打診する方向で一致したことが分かった。民進党都連幹部が２１日、明らかにした。 
　民進都連は同日、都内で選挙対策委員会を開き、都知事選に擁立する候補者の人選について話し合った。 
　都連関係者によると、都議側から「知事経験もあり地方自治が分かっている」として、元自治官僚で鳥取県知事を２期務めた片山氏を推す声が上がった。他にも数人の名前が出たが、都議側は片山氏で一致したという。今後は都連で調整が進められるとみられる。 
　委員会終了後、都連会長の松原仁衆院議員は「実務的ではない知事が２代続き、都政を任期半ばで投げ出してしまった」と述べ、実務的な人物が候補者にふさわしいとの見解を示した。委員会で挙がった具体的な名前は明かさなかった。 
　片山氏は岡山県生まれ。１９７４年に旧自治省（現・総務省）入省。９９〜２００７年に鳥取県知事を務め、１０年９月から民主党（当時）の菅直人内閣で総務相を１年間務めた。 
　民進党の都知事選候補者を巡っては蓮舫参院議員を推す声が上がったが、蓮舫氏は２１日に不出馬を表明した。【飯山太郎】 
産経新聞2016.6.21 22:34更新 
【ポスト舛添】民進・蓮舫氏「真剣に考えたが…やりたいことは国政にある」　都知事選出馬断念を正式表明　野党４党は統一候補擁立へ
　民進党の蓮舫代表代行は２１日、舛添要一東京都知事の辞職に伴う知事選（７月１４日告示－３１日投開票）に立候補しないことを正式に表明した。都内で記者団に「出馬するか」と問われ、「しない」と明言した。
　蓮舫氏は「いろいろな方から声をいただき、真剣に考えた」とも述べ、一時は知事選への立候補を検討していたことを認めた。その上で「私がやりたいことは都政ではなく国の政治にある」と語った。当初の予定通り２２日公示の参院選（７月１０日投開票）に東京選挙区から出馬する。
　蓮舫氏の知事選出馬断念を受け、民進党都連は２１日、都内のホテルで会合を開き、今後の対応を協議。都連会長の松原仁衆院議員と玄葉光一郎党選対委員長が候補者の絞り込みにあたることなどを確認した。
　一方、民進、共産、社民、生活の野党４党の幹事長・書記局長は国会内で会談し、知事選で連携して統一候補を擁立することで一致した。民進党の枝野幸男幹事長は会談後、記者団に「自民党総裁と公明党代表が押し上げた知事がこういうことになった。２代にわたる自公の都政を刷新する」と強調した。与野党相乗りについては「考えない」と重ねて否定した。
「共産だからダメは行き過ぎの議論」　村井・宮城県知事
朝日新聞デジタル2016年6月21日19時51分
■村井嘉浩・宮城県知事
　共産党も県民の支持があって政党として存在し、県議会議員も８人おられるわけなので、しっかりとした一つの民意だと思っている。私に対して全て反対ではなく、「是」の部分もあるので「非」の部分も県民の声としてしっかり受け止めなければならない。共産党がついている方がダメだとか、悪いとかいうのは行き過ぎの議論だ。共産党の意見にも耳を傾けるのが政治家の要諦（ようてい）だろうと思っている。（２０日、記者会見で）
＜参院選宮城＞与党の反共行き過ぎ　知事苦言
河北新報2016年06月21日火曜日
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村井嘉浩知事
　「『共産党がついている方は駄目で悪い』というのは行き過ぎた議論だ」。村井嘉浩宮城県知事は２０日の定例記者会見で、参院選の前哨戦で与党側から相次ぐ野党共闘への「攻撃」に苦言を呈した。
　県議時代に自民党県連幹事長を務めるなど、同党に足場を置く村井氏だが「共産には県議が８人おり、政党としての支持がある。民意の存在はくんでほしい」などと指摘。身内で過熱する「反共キャンペーン」にくぎを刺した。
　自民党と民進党の両現職が争う宮城選挙区（改選数１）で、村井知事は「スタンスは中立」と繰り返し、どちらのマイクも握らない考えを示している。一方、比例代表では応援に含みを残しており、２０日夜には仙台市内であった公明党県本部主催の講演会に出席。同党の比例候補予定者を持ち上げ、「当選してもらわなければ困る。私も名前を書く」などとあいさつし、会場を沸かせた。
しんぶん赤旗2016年6月22日(水)

与党の反共キャンペーン　宮城県知事　「行きすぎた議論」と苦言

　宮城県の村井嘉浩知事は２０日の会見で、参院宮城選挙区の野党統一候補について「共産党がついているほうがダメ、悪いというのは行きすぎた議論だ」と語り、今回の選挙で激しくなっている反共攻撃を批判しました。

　同選挙区では、日本共産党など野党が共同でおす桜井充候補（民進党公認）と自民党公認の熊谷大候補（公明党推薦）が争っています。

　村井氏は、参院選での自らの態度について「中立だ」と述べたうえで、「共産党は県民の支持があって政党として存在し、県会議員も８人いる。これは、しっかりした一つの民意だ」と発言。自らの県政との関係については「（共産党は）私にすべて反対されているわけではなく、是の部分もある。厳しいご意見も、県民の声として私はしっかり受け止めなければならないと思っている」「私のことを否定するから（共産党が）ダメな政党だとは決して思っていない」などと話しました。

　村井知事は「共産党の意見に耳を傾けるのは、政治にとって非常に重要なひとつの要諦だと思っている」とも語りました。

しんぶん赤旗2016年6月22日(水)

卑劣な共闘攻撃やめよ　小池氏が謀略ビラを批判

　日本共産党の小池晃書記局長は２１日の会見で、野党共闘や日本共産党を攻撃する出所不明のビラが各地でまかれていることについて、「野党が勝利することを望まない勢力が追い詰められてやっているのだろうが、こういう卑劣で謀略的な攻撃は直ちにやめるべきだ」と厳しく批判しました。

　小池氏は「野党共闘によって１人区で自民党を追いつめている表れだ」と指摘。宮城県の村井嘉浩知事が記者会見で、「『共産党がついている方は駄目で悪い』というのは行き過ぎた議論だ」と、与党側の過熱する反共キャンペーンに苦言を呈していることを紹介し、「非常に良識的な発言だ。民意を受けて地方政治でも国政においても役割を果たしている公党に対し、卑劣な攻撃をすることは許されない｣と強調しました｡

　小池氏は、安倍首相自らが“民進党にはもれなく共産党がついてくる”“気をつけよう甘い言葉と民進党”などと繰り返していることについて、「総理大臣、あるいは政権党の最高幹部が口にするせりふではない。品性にも知性にも欠けた発言としか言いようがなく情けない。こういうことしか言えなくなっているところに、安倍政権の追い詰められた姿がはっきり出ている」と述べました。

「野党統一候補、ビジョン見えない」　塩崎厚労相
朝日新聞デジタル2016年6月21日12時41分
■塩崎恭久・厚生労働相
　（参院選の位置づけを問われ）国づくりのビジョンを戦わせる選挙だ。成長と分配の好循環を、どう人口問題の厳しい中で新しい地平を切りひらくのかということを、いま私どもは内閣挙げて挑戦している。
　それに対して野党統一候補のみなさんは、理念のバラバラな政党が選挙のためだけに寄り集まったわけだから、新しい国づくりの対案は全く見えない。アベノミクスが失敗だと言っているところにどういうビジョンがあるのか、ぜひトータルな形でお見せいただきたい。（閣議後の記者会見で）
「憲法改正の訴え、街頭演説では難しい」　自民・石破氏
朝日新聞デジタル2016年6月21日12時33分
■石破茂・地方創生相
　憲法改正について、街頭演説や個人演説会、それは時間が５分とか１０分とか、そんな中ですね、それだけ語るわけではございません。そうしますと、なかなか憲法改正というものをテーマとして演説することが、実はとても難しいことではないだろうかと思っています。
　しかし、それは我が党が憲法改正から逃げているということを意味するものではないと思っています。憲法改正を国民に訴える際には、一体なぜ、憲法を我が党は改正しようとしているか、それは基本的人権の尊重であり、あるいは平和主義であり、国民主権でありという、そういう憲法の基本理念に抵触するものでは全くない、ということもお話をしていかねばなりません。
　そうしますと、選挙の街頭演説等々で、それを訴えることはなかなか難しいかと思いますが、それは憲法改正から逃げて、違うテーマで議席を取ろうというような、よこしまなことを考えていることを意味するものでは、全くございません。（閣議後の記者会見で）
第三次安倍政権　安全保障政策で転換の１年半

東京新聞2016年6月22日 朝刊

 　二〇一四年末の衆院選後に発足した第三次安倍政権は参院選で、この一年半の政権運営に関し、国民から審判を受ける。安倍政権はどのような経済、外交政策を進めてきたのか。首相は「経済最優先」を掲げながら、安全保障政策で歴史的な政策転換を進めてきた。　（関口克己）

　首相は一四年の衆院選で、自らの経済政策であるアベノミクスを「道半ば」と指摘。衆院選後の一四年末の記者会見では「経済最優先で取り組んでいく」と強調した。　

　あれから一年半たったが、首相は二十一日の党首討論でもアベノミクスを「道半ば」と分析した。企業業績など比較的好調な経済指標もあるが、実質賃金が上がらないなど、国民の多くは景気回復を実感していない。

　首相がこだわった安保政策で、日本の専守防衛政策は大転換した。

　昨年四月には、日米両政府が防衛協力指針（ガイドライン）を再改定し、両国が地球規模で軍事協力することを確認。他国を武力で守る集団的自衛権の行使を可能とする安全保障関連法は昨年九月に成立し、今年三月に施行された。

　安保法制は「違憲」との批判が根強いが、首相は安保法による日米同盟の強化で抑止力が高まり、日本の安全は高まると強調する。

　改憲論議はこの一年半、具体的には進まなかった。憲法解釈の変更に基づく安保法論議を優先したことが背景にある。首相は改憲については、参院選後の国会から具体的に議論していきたい意向を十九日に表明した。

　参院選で争点となる原発政策については、原発を維持する路線が進んだ。一五年八月の九州電力川内原発１号機に続き、七月にも四国電力伊方原発３号機（愛媛県）の再稼働が迫る。

　関西電力高浜原発３、４号機（福井県）では運転停止を仮処分決定する司法判断もあったが、二十日には運転開始から四十年超の高浜原発１、２号機の運転延長が原子力規制委員会で認められた。老朽化した原発は安全確保が難しくなるため、法律では運転延長を例外としている。
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参院選公示 各党党首が支持訴え
ＮＨＫ6月22日 12時33分
第２４回参議院選挙が２２日に公示されて１８日間の選挙戦に入り、各党の党首が支持を訴えました。
自民 安倍総裁
自民党総裁の安倍総理大臣は熊本市で、「私はどうしても第１声を熊本から発しようと考えた。熊本の復興に対する私たちの強い意思を全国に発信しようと考えたところだ。選挙戦の最大のテーマは経済政策だ。野党は口を開けば批判ばかりを行い、『アベノミクスは失敗した』ばかりだ。しかし本当にそうなのか。この戦い、前進か後退か、日本を成長させ、地域を豊かにしていくのか、あるいは４年前に逆戻りしてしまって、あの暗い低迷した時代に戻るのか、それを決める選挙だ」と訴えました。
民進 岡田代表
民進党の岡田代表は甲府市で、「安倍政治の暴走を止め、政治の流れを変える。３分の２の議席を許せば、安倍総理大臣は必ず憲法改正をやる。集団的自衛権を限定なく行使できる国への道に踏み込ませてはならない。３０代、４０代になっても給料が増えず、結婚すら諦めざるをえない若者がたくさんいるのが現実で、分配と成長を両立させる政策こそ、本当の意味の経済政策だ。経済を大きくすればいいというアベノミクスは邪道だ」と訴えました。
公明 山口代表
公明党の山口代表はさいたま市で、「この３年余り、われわれは、経済の再生、デフレ脱却の道を目指して、着実に結果を出してきた。税収が増えてきたという結果を、まだアベノミクスが及んでいない人々に、きちんと分けていくことが大事だ。選挙のあとに、どうやって政治に責任を持つかを全く明らかにせずに、統一候補だなんだと言っている民進・共産両党に、これからの政治を任せるわけにはいかない」と訴えました。
共産 志位委員長
共産党の志位委員長は東京・新宿区で、「野党は、安保法制を廃止し、立憲主義を取り戻す、この大義の下に結束している。立憲主義を取り戻すというのは、憲法をちゃんと守る、まっとうな政治を取り戻すということだ。あれこれの政策の違いがあったとしても、これを横に置いてでも、最優先にやるべき仕事ではないか。今度の選挙は『安倍暴走政治』の全体が問われる」と訴えました。
維新 松井代表
おおさか維新の会の松井代表は大阪市で、「今回の選挙のキーワードは『せこい』だ。大阪府庁や大阪市役所では、鉛筆１本、紙１枚むだにしないよう、細かく使うのが当たり前だ。大阪で行っていることを全国でやれば増税する必要はない。『政治とカネ』の問題で、ざる法となっている政治資金規正法を見直していきたい」と訴えました。
社民 吉田党首
社民党の吉田党首は東京・新宿区で、「今度の参議院選挙は、憲法を守らない『安倍政治』の暴走を止める選挙だ。『安倍政治』の対極にあるのが社民党の政策であり、社民党が守ってきた平和憲法を生かして、戦争をしない国を目指そうではないか」と訴えました。
生活 山本共同代表
生活の党の山本共同代表は東京・新宿区で、「安倍政権が始まってからの３年間、この国に生きる一人一人に光があたらずに、１％、０．１％の人たちにしか光があたってない。立場の弱い人たちに手厚く、税金の取り方を変えて、分配を変えればよい」と訴えました。
こころ 中山代表
日本のこころを大切にする党の中山代表は東京・中央区で、「憲法は民族の発露であり、日本の伝統や心が入っていなければならない。独立国家として国民や国土を守る、この国家の意思を明確に示し、国際社会で信頼される国を作らなければならない」と訴えました。
改革 荒井代表
新党改革の荒井代表は東京・港区で、「アベノミクスを成功させるためには、エンジンを吹かすだけではできない。家庭にハンドルを切って進んでいかなければ問題は解決しない」と訴えました。
参院選公示 １８日間の選挙戦始まる
ＮＨＫ6月22日 12時09分
安倍政権の経済政策＝アベノミクスの是非などが争点となる第２４回参議院選挙が２２日公示され、１８日間の選挙戦に入りました。ＮＨＫのまとめによりますと、午前１１時半現在で、選挙区と比例代表合わせて１２１の改選議席に対し、３８５人が立候補しています。
第２４回参議院選挙が２２日公示され、選挙区は各都道府県の選挙管理委員会で、比例代表は総務省にある中央選挙管理会で、それぞれ午前８時半から立候補の受け付けが行われています。
ＮＨＫのまとめによりますと、午前１１時半現在で、全国４５の選挙区に立候補したのは、合わせて７３人の定員に対し、自民党が４８人、民進党が３３人、公明党が７人、共産党が１４人、おおさか維新の会が１０人、社民党が４人、日本のこころを大切にする党が１０人、新党改革が１人です。減税日本が１人で、おおさか維新の会も公認しています。幸福実現党が４５人、国民怒りの声が１人、政治団体の「支持政党なし」が８人、諸派が４人、無所属が３５人で、選挙区では、合わせて２２１人となっています。
また、定員４８人の比例代表に名簿を提出したのは１２の政党と政治団体で、届け出順に、社民党が７人、国民怒りの声が１０人、おおさか維新の会が１８人、公明党が１７人、共産党が４２人、幸福実現党が２人、自民党が２５人、新党改革が９人、日本のこころを大切にする党が５人、生活の党が５人、民進党が２２人、政治団体の「支持政党なし」が２人で、合わせて１６４人が立候補しました。
この結果、選挙区と比例代表を合わせた立候補者の数は、これまでのところ３８５人で、前回の３年前の参議院選挙に立候補した４３３人に比べて４８人少なくなっています。
このうち、選挙戦全体の勝敗のカギを握るとされる、定員が１人の「１人区」では、全国３２のすべての選挙区で、自民党の候補と、民進党や共産党など野党４党の統一候補らが対決する構図となる見通しです。
そして、自民・公明両党が目標としている改選議席の過半数の６１議席を獲得できるか、与党と憲法改正に賛成する勢力で改正の発議に必要な参議院全体の３分の２の議席に届くか、あるいは、民進党や共産党などがこれを阻止したうえで議席を上積みできるかなどが焦点です。
また、今回の選挙では、選挙権が得られる年齢の１８歳への引き下げや、隣接する２つの県を１つの選挙区にする、いわゆる「合区」が初めて導入されます。
選挙戦では、安倍政権の経済政策＝アベノミクスの是非、それに、憲法改正や安全保障の在り方などを巡って、激しい論戦が交わされる見通しで、来月１０日の投票日に向け、１８日間の選挙戦に入りました。
しんぶん赤旗2016年6月22日(水)

参院選　きょう公示　政治変える絶好のチャンス　日本記者クラブ　９党党首討論会　志位委員長が発言

　参院選公示（２２日）を前にした２１日、日本記者クラブ主催で与野党９党による党首討論会が開かれました。日本共産党の志位和夫委員長は、野党共闘の勝利と日本共産党の躍進への決意を表明し、安保法制＝戦争法や安倍政権に代わる責任ある政権構想などについて語りました。
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（写真）発言する志位和夫委員長（右）。左へ岡田克也民進党代表、安倍晋三首相＝２１日、東京都千代田区


　司会から基本的な主張を問われ、「力あわせ、未来ひらく。」と書いたボードを掲げた志位氏。「今度の参院選では、安倍暴走政治ストップの願いに応えて、全国３２の１人区すべてで野党統一候補が実現しました。戦後かつてない画期的選挙、政治を変える絶好のチャンスです」と強調し、４野党が確認した４点の「共通政策」の柱を示して、野党共闘の勝利と日本共産党の躍進を勝ちとりたいと述べました。

　志位氏は討論で、自民党総裁の安倍晋三首相が「アベノミクスの果実」として２１兆円の税収増を挙げていることに対して、２００８年のリーマン・ショックや１１年の東日本大震災による税収減という「二重の打撃」を受けていた２０１２年度と比べた数字だと指摘し、巨大な外的要因をまったく考慮していないとただし、フェアな政策論争のためにも、こうした手法を慎むよう求めました。

　安倍氏は「確かにリーマン・ショックや東日本大震災（の打撃）はあった」と述べつつ、都合の良い経済指標を列挙。記者クラブ代表は、「２１兆円の税収は、志位さんがおっしゃったように、もっとも日本経済が谷底だった２０１２年（との比較）の数字」だと述べ、「アベノミクスがすべての果実を生み出したという宣伝は過大広告。あまりにもおとな気ない」と厳しく批判しました。

　また志位氏は、質問が相次いだ自衛隊に対する日本共産党の立場について丁寧に答えるとともに、「いま問われているのは、自衛隊をなくすかどうかではなく、自衛隊を『殺し、殺される』戦場に投入していいかどうかです。野党は、安保法制を廃止し、立憲主義を取り戻すという大義のもとに結束しています」と強調しました。

　野党の政権構想に関する質問も出され、志位氏は「安保法制を廃止し、立憲主義を取り戻すためには、それを実行する政権が必要です」と述べ、「この問題は（野党間で）引き続き話し合っていきたい。（次期）総選挙までに、私たちとしては、話し合いを行って、前向きの結論を得たい」と表明しました。

しんぶん赤旗2016年6月22日(水)

日本記者クラブ主催「党首討論会」での志位委員長の発言

　日本共産党の志位和夫委員長は２１日、日本記者クラブの党首討論会に出席し、参院選の争点などについて与野党党首と討論しました。
参院選で何を訴えるか 

「力あわせ、未来ひらく。」―共同の力で政治を変えよう

　まず、各党首が今度の参院選で訴えたいことをボードに書いて、表明しました｡志位氏は「力あわせ、未来ひらく。」と書き、次のようにのべました。

　志位　国民のみなさん。今度の参議院選挙では、「安倍暴走政治ストップ」の願いにこたえて、全国３２の１人区の全てで野党統一候補が実現しました。戦後かつてない画期的選挙、政治を変える絶好のチャンスです。

　野党４党は次の４点を柱にして共通政策を確認しています。

　第一は、「安保法制を廃止し、集団的自衛権行使容認の閣議決定を撤回する｣｡

　第二は、「アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困を是正する」。

　第三は、「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）や沖縄問題のような国民の声に耳を傾けない強権政治を許さない｣｡

　第四は、「安倍政権による憲法改定に反対する」。

「力あわせ､未来ひらく｡｣―日本共産党は共同の力で政治を変える党です。野党共闘の勝利、共産党の躍進へどうかお力をお貸しください。

安倍首相に問う 

リーマン・ショック、大震災で税収が落ちた１２年度と数字だけ比較するのはフェアではない

　続いて党首間の討論となり、志位氏は、安倍晋三首相に対し次のように質問しました。

　志位　安倍さんに質問します。安倍さんは、「『アベノミクスの果実』として民主党政権時代の２０１２年度に比べて税収が２１兆円増えた。消費税増税分を除いても１３兆円増えた」と主張し、「あの４年前の暗い時代に後戻りさせていいのか」と繰り返しています。
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（写真）パネルを示して発言する志位和夫委員長＝２１日、東京都千代田区


　私たちも当時の民主党政権には批判をもっていますが、安倍さんが比較の対象に持ち出す２０１２年度というのは、２００８年のリーマン・ショックによる税収減と、２０１１年の東日本大震災による税収減による「二重の打撃」を受けていた時期です。あのトヨタでさえ法人税を１円も納めていなかった時期です。そうした巨大な外的要因をまったく考慮せず、数字だけを比較するやり方がフェアな政策論争といえるでしょうか。

　この選挙戦での政策論争を実りあるものとするためにも、このような手法は慎むべきだと考えますが、いかがでしょうか。

　安倍首相は「たしかに、リーマン・ショック、東日本大震災がありました。私たちが増やした２１兆円。これはリーマン・ショック以前よりも増えているのです」とのべたものの、否定することができませんでした。

　この問題については、記者からも、リーマン・ショック前と比べると消費税分が増えたにすぎないとの指摘が出され、「ノーマルな時代の税収の時代に戻ったにもかかわらず、アベノミクスがすべての果実を生み出したというような宣伝は、過大広告としか思えないです。しかも、安倍政権が始まった２０１２年の１２月は景気の谷底ですよ。景気循環論から言えば、必ず上がるんです。そこにアベノミクスをふかしたから、アベノミクスの効果もあったとは思うけれども、それがすべて自分たちがやった政策の果実としていうのは、あまりにもおとなげないと思います」との意見が上がりました。

安保法制で日米同盟はあなたの言う「血の同盟」になったのではないか　

首相は質問に答えず

　志位氏はまた、日米軍事同盟について安倍氏に次のように質問しました。

　志位　安倍さんに質問します。安倍さんは２００４年に出版した著書『この国を守る決意』のなかで、次のようにのべています｡「軍事同盟というのは“血の同盟”です。日本がもし外敵から攻撃を受ければ、アメリカの若者が血を流します。しかし、今の憲法解釈のもとでは、日本の自衛隊は、少なくともアメリカが攻撃されたときに血を流すことはないわけです。（これで）完全なイコールパートナーと言えるでしょうか」。「（日米安保の）双務性を高めるということは、具体的には集団的自衛権の行使だ」。

　安倍さんは、この言葉の通りに憲法解釈を変え、安保法制（＝戦争法）で集団的自衛権の行使を可能にしました。

　そこでうかがいますが、安倍さんは「日米同盟」は「希望の同盟」になったといわれますが、安保法制によってあなたのいう「血の同盟」になったということではないのですか。お答えいただきたい。

　安倍首相は質問には答えられず、「平和安全法制によって、日本を守るために日本とアメリカは力を合わせることができるようになりました。北朝鮮が弾道ミサイルを発射したときに、今までよりも日本と米国は、連携し対応することができた。きずなを強くした」とのべ、安保法制が施行される前のミサイル発射を持ち出すというデタラメな主張を展開して安保法制を正当化しました。

自衛隊は違憲の存在だが、いまの問題は自衛隊を海外の戦争に出していいのかどうかにある

　志位氏に対し新党改革の荒井広幸代表が、「（日本共産党は）自衛隊を認めていないのに、どうして民進党さんと一緒になれるのか」「自衛隊を海外に派遣する場合は、衆参の事前の承認がないと出せない。こういうこともムダだというふうにお考えなんでしょうか」と質問しました。志位氏は次のように答えました。

　志位　私たちは自衛隊は憲法違反の組織だと考えております。ただ、この問題を解消するには、将来の展望として、国民の合意で段階的に自衛隊の解消をはかっていくということを提唱しております。

　そして、大事なことは、今問われているのは、自衛隊をなくすかどうかじゃないんです。自衛隊を、海外の戦争に出していいのかどうかなんです。「専守防衛」の志をもってきた自衛官、あるいは被災地で頑張っている自衛官、これを「殺し、殺される」戦場に投入していいのかが問われている。

　これはダメですよ、ということで野党は結束しているわけですね。ですから、その立場から、安保法制を廃止し、立憲主義を取り戻そうという大義のもとに結束しております。

　それから国会承認のこといわれました。国会承認があればいいのか。やっぱりその時々の国会で、与党は多数をもっております。国会承認があればもう結構だ、ということでは安保法制の危険性を逃れることはできない、決してできないと思っております。

記者からの質問に答える 

将来的には自衛隊は国民合意のもと解消―災害などで活用は当然のこと

　続いて記者からの質問に移り、志位氏に対して、「当面の政策と将来の政策の違いだが、災害救援なんかも含めて自衛隊の機能、役割が大事であることは国民の中では異論がない。それを将来、廃止、解消していくのはわかりにくい」との質問が出され、志位氏は次のように答えました。

　志位　憲法９条に照らしますと、自衛隊が憲法違反だということは、私たちは明瞭だと思っております。

　では、この矛盾をどうやって解決するか。９条の理想に向かって自衛隊の現実を改革していく。こういう方向で解決すべきだろうと考えます。

　ただ、これはすぐにはできません。これは、私たちが参画した本格政権ができて、その外交政策によって、すべての国と平和的な関係をつくって、そして日本を取り巻く平和的環境が成熟して、国民の圧倒的多数が、「もう自衛隊がなくても安心だ」という合意が成熟したところで初めて、これは踏み出すことができるというふうに私たちは考えております。

　そうしますと、かなりの期間、自衛隊と共存する期間が続くわけですが、こういう期間に、急迫不正の主権侵害あるいは大規模災害など、必要に迫られた場合には、自衛隊の活用をするということは、これは当然だということを大会で決めております。

　これは、矛盾のようにみえますけど、矛盾をつくったのは自民党政治なんですよ。その矛盾を私たちは引き受けて、そして９条の全面実施という方向で、国民とともに、国民の合意で変えていこうと、これが共産党の立場なんです。

イラク戦争のような無法な戦争に自衛隊を駆り立てていいのか―これが中心問題

　これについて記者から「疑問は氷解しました。しばらくいいんだという話でしたから」との感想が出されました。その上で、「立憲主義というならば、憲法違反である自衛隊を、災害救助に行くなとどうして言わないんですか」との質問が出され、志位氏は次のように答えました。

　志位　これは先ほど言ったように矛盾なんですよ。憲法違反の自衛隊が存在するという一つの矛盾です。しかし、すぐに解消できる矛盾ではありません。私たちは、将来的な展望として、国民の合意で９条の完全実施をはかるという方策をもっております。しかしそれは（国民）合意がなければできないんです。

　この矛盾をつくったのはだれかといえば、自民党政治なんです。ここに責任がある。この矛盾を引き受けて、９条の完全実施という方向に向けて国民とともに進もう。これが一番責任ある態度だと思っています。

　それから、何度も言いますけど、いま問われているのは、自衛隊をなくすかどうかじゃないんです。自衛隊を海外の戦争に出していいかどうかなんですね。自衛隊を、たとえばアメリカのこの間やってきたベトナム戦争やイラク戦争のような無法な戦争に駆り立てていいのかと。「殺し、殺される」戦場に送っていいのかと。これが今の自衛隊問題の中心なんですよ。この点ではやっちゃだめだという点で野党が結束していると申し上げておきたいと思います。

安保法制廃止で安全どう守る―９条の精神にたった平和外交戦略が必要

　続いて記者から、志位氏に「安保法を廃止した場合、国際社会における日本の安全をどう守っていくのか」との質問が出され、次のように答えました。

　志位　安保法を廃止すると、日本の平和と安全をどう確保するかということを考えた際に、日本として、憲法９条の精神にたった平和の外交戦略が必要だと思うんです。

　たとえば北朝鮮の問題がある、中国の問題もあります。この乱暴な振る舞いに私たちも強く抗議しています。しかし、軍事挑発をやったことに対して、日本の側も軍事で対応するということをやりますと、この地域の軍事対軍事の緊張関係をエスカレートするだけじゃないかと思います。

　たとえば、北朝鮮の問題も、解決の方法は対話しかないんですね。困難があっても「６カ国協議」という対話の場に北朝鮮を戻していく、国際社会の一致結束した外交努力が必要です。

　共産党としては、「北東アジア平和協力構想」というのを提唱しています。

　東南アジアの国々、ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）の国々がつくっている東南アジア友好協力条約というのがあります。

　すべての紛争問題を平和的に話し合いで解決するという平和のルールをあの地域でつくって、平和の共同体になっているわけです。その共同体を北東アジアにもつくろうじゃないかということを提唱していますが、そういう９条の立場にたった平和の外交戦略が必要だと考えております。

政権論の違いを共闘の障害にしてはならない―総選挙までに協議し前向きの結論を

　また、政権構想に関して質問が出され、志位氏は次のように表明しました。

　志位　政権の問題は先ほどから議論になっているので、表明しておきたいと思います。

　私たちは、安保法制の廃止、立憲主義の回復、このためにはそれを実行する政権が必要だと考えています。それから安倍政権打倒といっておりますが、打倒したあとどうするのか。これも政権構想が必要だと考えております。ですから、野党の連立政権について提案をしております。

　ただこれは合意がありません。合意がなくても、参院選挙の（選挙協力の）障害にしてはならないと考えております。

　参議院選挙というのは、たとえ野党が多数をとったとしても、それだけで政権交代は起こらないわけです。衆議院では、自公が多数をもっているわけですから。自民党政権は続くわけですね。

　ですから、私たちはこの問題を引き続き話し合っていきたいと思います。

　直接政権が問われるのは、これは総選挙になる。ですから総選挙までに私たちとしては話し合いを行って、前向きの結論を得たいと考えております。

１８歳選挙権施行―新有権者へ 

高学費・ブラック企業…不合理な現実を真剣に考えて―未来は青年がつくる　

　最後に、１８歳選挙権が施行されたのを受けて、新しい有権者に訴えたいことを各党が表明しました。志位氏は次のようにのべました。

　志位　若いみなさんがいろいろと不合理に思っている問題―学費や奨学金の問題、ブラック企業の問題、安保法制の問題、こういう問題について、ぜひ真剣に考え、行動していただきたい。未来は若者のものだと、未来をつくるのはみなさん方だということを訴えたいと思います。

9党首、アベノミクス功罪で応酬　参院選向け日本記者クラブで論戦
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参院選に向けた討論会で政策目標を掲げる与野党9党首。（上右から）自民党総裁の安倍首相、民進党の岡田代表、公明党の山口代表、（中右から）共産党の志位委員長、おおさか維新の会の片山共同代表、社民党の吉田党首、（下右から）生活の党の小沢共同代表、日本のこころを大切にする党の中山代表、新党改革の荒井代表＝21日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ[image: image11.jpg]


参院選に向けた討論会に臨む（左から）新党改革の荒井代表、生活の党の小沢共同代表、おおさか維新の会の片山共同代表、公明党の山口代表、自民党総裁の安倍首相、民進党の岡田代表、共産党の志位委員長、社民党の吉田党首、日本のこころを大切にする党の中山代表＝21日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ　与野党9党首は21日、東京・内幸町の日本記者クラブで開かれた討論会で、政権の経済政策「アベノミクス」の功罪や、憲法改正などを巡り論戦を繰り広げた。安倍首相（自民党総裁）は「経済成長で税収を増やしてこそ、社会保障の安定財源確保につながる」と述べ、アベノミクスの「果実」の効用を強調。主要野党は「政策が行き詰まっている」（岡田民進党代表）などとして転換を迫った。

　首相は、参院選で改憲の争点化を避けているとの批判に関し「争点にしないとは言っていない。自民党は結党以来、憲法改正を掲げてきた」と強調。改憲実現には民進党など野党との話し合いが必要との認識も示した。

安倍首相、憲法改正に慎重姿勢貫く＝「政権構想」、民共に温度差【１６参院選】


党首討論会で訴えたい内容を示す自民党総裁の安倍晋三首相（左）。右は民進党の岡田克也代表＝２１日午後、東京都千代田区
　参院選公示を目前に行われた２１日の党首討論会で、安倍晋三首相は憲法改正をめぐり慎重な姿勢に徹した。与党として改憲の争点化は得策ではないとの判断があり、憲法議論の深掘りは選挙後の国会に先送りする方針だ。これに対し、野党は参院選で争点にしようと声を強めている。
【ビジュアル解説】図で見る参院選2016～過半数ライン、各党公約、支持率～
　「条文をどのように変えていくのかを決めるのは選挙ではなくて国民投票だ。（国会の）憲法審査会で逐条的な議論を静かに冷静に行い、集約していく。それを国民投票で問うべきだ」。
　首相は日本記者クラブ主催の討論会で、民進党の岡田克也代表から「しっかりと参院選で憲法を議論すべきだ」と迫られたのに対し、挑発に乗らずに受け流した。
　首相は１９日のインターネット番組でも同様の発言をしているが、周辺は「当たり前のことを言っているだけだ」と説明。首相はこれまでの討論会で「聞かれれば控えめに答える」という受け身の姿勢を貫いている。遊説先で改憲に触れていないことについて、２１日のテレビ朝日の番組収録では「街頭演説は１５分。憲法を改正しますと言ってもあまりにもアバウトではないか。憲法審査会で全く議論が進まず、収れんしていない段階で訴えようがない」と語った。
　首相は３月の国会答弁で憲法改正を「在任中に成し遂げたい」と発言したが、参院選が近づくと持論を封印。改憲に慎重な公明党への配慮とみられる。公明党の山口那津男代表は日本テレビの番組で「首相は（政府の立場で）９条改正を持ち出せない。政府はそういうことを言ってはいけない」とくぎを刺した。
　「連立政権」構想では、民進、共産両党の温度差も改めて浮き彫りになった。
　岡田氏は討論会で「今、共産党と連立政権を組むことは、理念、政策が違う以上無理だ」と打ち消す一方で、「何年先か、何十年先か分からないが、そのことまで否定するのは無理だ」と含みも残した。微妙な物言いは、共産党への拒否反応が強い保守系議員と、参院選で共闘する共産党双方への配慮があるとみられる。
　共産党の志位和夫委員長は「安保法制の廃止、立憲主義の回復のためにはそれを実行する政権が必要だ。（次期）衆院選までに話し合いを行い、ぜひ前向きな結論を得たい」と、政権参加への意欲を隠さなかった。
　一方、首相は野党共闘に関し「いつかはやはり（共産党が唱える）国民連合政府をつくることでなければ意味がないのだろう。岡田氏もこういう政府をつくると参院選前に明らかにする責任がある」と攻撃の手を緩めなかった。（2016/06/21-19:46）
９党首、憲法改正や経済政策めぐり論戦　参院選あす公示
朝日新聞デジタル2016年6月21日20時46分

討論会の冒頭、壇上で握手する各党の党首。左から新党改革の荒井広幸代表、生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表、おおさか維新の会の片山虎之助共同代表、公明党の山口那津男代表、自民党の安倍晋三総裁、民進党の岡田克也代表、共産党の志位和夫委員長、社民党の吉田忠智党首、日本のこころを大切にする党の中山恭子代表＝２１日午後、東京都千代田区、越田省吾撮影
　選挙権年齢が１８歳以上になって初めての国政選挙となる参院選が２２日公示され、７月１０日の投開票に向けた選挙戦が始まる。これに先立ち、日本記者クラブ主催の与野党９党による党首討論会が２１日、東京都内で開かれた。安倍晋三首相（自民党総裁）は憲法改正の国会発議に必要な３分の２の勢力を、参院選後の衆参憲法審査会の議論を通じて形成したいとの考えを表明。政権の経済政策アベノミクスや社会保障政策でも論戦が交わされた。
　首相は討論会で、憲法改正について「（参院選で）争点にしないとは言っていない」としつつ、「条文をどう変えていくか決めるのは選挙ではなく国民投票だ。大切なことは憲法審査会で逐条的な議論を冷静に行って集約し、国民投票で問うことだ」と語った。
　首相は早ければ秋の臨時国会にも衆参憲法審査会を再始動させる構えで、民進党など野党とも話し合う必要性を認めた上で、「憲法審査会でお互い議論しながら、３分の２を構成するよう努力していく」と主張した。
　これに対し、民進党の岡田克也代表は「首相は立憲主義に対する認識が全く間違っているのではないか。権力を縛るのが基本的に憲法の役割だと認識しているのかどうか疑わしい」と語り、安倍政権下で憲法改正の議論を進めることに慎重な考えを示した。共産党の志位和夫委員長も「安倍政権による憲法改定に反対する」と述べた。
　また、政権が掲げるアベノミクスについて、生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表は「アベノミクスのアクセルを踏むほど格差は広がり、国民の生活は厳しくなっていくのではないか」と批判。おおさか維新の会の片山虎之助共同代表は「税と社会保障の一体改革は、消費増税の再延期で事実上破綻（はたん）したのではないか」と指摘した。
　首相は、消費増税で予定していた年金の受給資格を得るのに必要な加入期間を２５年から１０年に短縮する無年金者の救済策について、「アベノミクスの果実を使って、今後の予算編成の中で最大限努力したい」と語り、優先的に取り組む考えを示した。
　参院選の目標議席について、首相は自らが掲げた「与党で改選議席の過半数（６１議席）」を割り込んだ場合、「責任を伴うのは当然のことだ」と述べた。一方、民進党の岡田氏は、与党を６１議席以下に追い込めなかった場合について「私の出処進退は私が決める。この選挙にすべての責任を負う」と語った。
首相、憲法改正「参院選での争点化は不要」　野党は反発
朝日新聞デジタル2016年6月21日14時27分

憲法改正をめぐる首相発言の変遷
　憲法改正をめぐり、安倍晋三首相が早ければ秋の臨時国会から衆参の憲法審査会を再始動させ、具体的な改正項目の議論に入りたいとの考えを明らかにした。ただ、今回の参院選では「争点とする必要はない」とも主張。これに対し、民進党など野党は「参院選で議論すべきだ」と批判を強めている。
　１９日夜、動画配信サイト「ニコニコ動画」での与野党９党首討論番組で首相の発言は飛び出した。
　民進党の岡田克也代表が「衆院憲法審査会は通常国会で事実上、１回も開かれなかった」などと迫ると、首相は「その責任をなすりつけ合うのではなく、ぜひ次の国会から憲法審査会を動かしていきたい」と切り返した。さらに「決めるのは国民投票、国会議員は発議をする。発議のために憲法審査会で議論するのは当たり前だ」と強調した。
アベノミクス、継続か転換か…９党首が討論会

読売新聞2016年06月21日 22時42分

　第２４回参院選は２２日公示され、７月１０日の投開票に向けて１８日間の選挙戦に入る。

　これに先立ち、与野党９党首は２１日、東京・内幸町の日本記者クラブでの討論会に臨んだ。安倍首相（自民党総裁）は雇用改善など経済政策「アベノミクス」の実績を強調し、引き続きデフレ脱却に全力を挙げる考えを示した。また、２０１９年１０月の消費税率１０％への引き上げを待たずに、無年金者対策として年金受給資格の期間短縮を検討する方針を表明した。民進党など野党は「アベノミクスは行き詰まっている」などと政策の転換を迫った。

　首相は討論会で、２４年ぶりの高水準となった有効求人倍率などの経済指標を列挙し、「ギアを２段も３段も上げてエンジンをふかし、『景気がよくなった』と言っていただける経済を作る」と政策の継続を訴えた。

　１７年４月に予定していた消費増税の２年半延期については、「公約違反と言われても仕方がない」と述べたうえで、「経済政策としては正しい。経済が腰折れしたら税収は増えない」と理解を求めた。

　公明党の山口代表が、消費増税を延期しても、年金受給資格の期間短縮など社会保障の充実策の実施を求めたのに対し、首相は「喫緊の問題で、前向きに検討したい」と応じた。政府は消費増税時に、年金をもらうのに必要な受給資格期間を現行の２５年から１０年へ短縮する方針だが、首相の発言は増税前の実施を目指すものだ。今後の予算編成で詳細を詰める。

　これに対し、民進党の岡田代表は、「人に対する投資や所得再分配で持続的な経済成長が初めて可能になる」などと主張し、アベノミクスの転換を求めた。憲法改正を巡っても、「しっかりと参院選で議論すべきだ」と首相に迫った。首相は「（衆参両院の）憲法審査会で逐条的な議論を静かに行い、国民投票で問うべきだ」と述べ、冷静な議論を求めた。

　討論会では首相と山口氏がそろって、岡田氏に共産党と連立政権を樹立する可能性を問いただした。岡田氏は「理念と政策が統一されれば考えられるが、そうでない限り、ない」と強調した。

　参院選の勝敗ラインを巡っては、首相が与党で改選議席の過半数である６１議席を目指す方針を重ねて示した。岡田氏は「与党の過半数」を阻止出来なかった際の対応を問われ、「この選挙に（関する）全ての責任を負う」と語った。

　討論会には、共産党の志位委員長、おおさか維新の会の片山共同代表、社民党の吉田党首、生活の党の小沢共同代表、日本のこころを大切にする党の中山代表、新党改革の荒井代表も出席した。

参院選 　党首、アベノミクスで論戦　２２日公示
毎日新聞2016年6月21日　21時10分（最終更新　6月21日　23時35分）
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与野党9党首が討論会：参院選公示を前に
22日の参院選公示（7月10日投開票）を控え、与野党9党首は21日午後、東京都千代田区の日本記者クラブで開かれた討論会に出席し、議論を戦わせた。「党首それぞれの主張と党首討論」「クラブ側からの質疑応答」の2部構成で行われ、記者からは自民党の安倍総裁と民進党の岡田代表には「今回の選挙での勝敗ラインとその政治責任は？」、生活の党の小沢共同代表には「小沢さんは零落した状況にあるのでは？」などの質問が飛んだ。【撮影・丹治重人】
　第２４回参院選は２２日に公示、７月１０日に投開票される。公示を前に与野党９党の党首は２１日、東京都内で日本記者クラブ主催の討論会に出席し、安倍政権の経済政策「アベノミクス」の評価や憲法などで論戦を交わした。自民党総裁の安倍晋三首相は「国民総所得は４０兆円回復し、有効求人倍率は２４年ぶりの高水準だ。成果を出してきた」と政権３年半の実績を訴えた。これに対し野党側は「経済政策は行き詰まっている。転換が必要だ」（民進党の岡田克也代表）などと批判し、対決色を強めた。 
　公明党の山口那津男代表は「地方や中小企業など、アベノミクスの成果が十分に及んでいないところに希望を広げたい」と述べ、無年金者救済のための受給資格期間短縮などを主張した。首相は「アベノミクスはまだ道半ばだ」と認めたうえで、「デフレから完全に脱却し、景気がよくなったと言ってもらえる経済を作るのが第一目標だ」と述べた。 
　岡田氏は将来の金利高騰リスクを指摘し、「分配と成長の両立」への政策転換を掲げた。共産党の志位和夫委員長は「アベノミクスによる生活破壊、格差と貧困を是正する」と述べた。 
　消費税率１０％への引き上げを２０１９年１０月まで延期した判断について、首相は「公約違反と言われても仕方がないが、経済成長が腰折れすれば税収は根本的に減る」と理解を求めた。しかし、おおさか維新の会の片山虎之助共同代表は「税と社会保障の一体改革は、増税再延期で事実上破綻した」と批判した。 
　憲法改正に関して、岡田氏は「９条改正はどうしても認めるわけにはいかない。しっかりと参院選で議論すべきだ」と首相に迫った。志位氏も「将来的に国民合意による９条の完全実施を図る」と同調した。首相は「与党で（改憲案の発議に必要な）３分の２を衆参両院でとるのは不可能だ」と表明。「（国会の）憲法審査会で議論し、３分の２を構成する努力をした結果、国民投票で過半数を得られるだろう」と述べ、秋の臨時国会以降、野党の賛同も得ながら改憲への合意形成を図る考えを示した。 
　首相は、参院選の目標に設定した「与党で改選過半数」（６１議席）を下回った場合の対応について「責任が伴うのは当然だ」と述べた。岡田氏も「私はこの選挙にすべての責任を負う」と述べた。【高本耕太】 
首相「経済政策で成果」 岡田氏「転換必要」 党首討論会 
日経新聞2016/6/21 14:56
　与野党９党首は21日午後、参院選の公示を22日に控えて日本記者クラブ主催の討論会に臨んだ。安倍晋三首相（自民党総裁）は自らの経済政策「アベノミクス」について「有効求人倍率は24年ぶりの高い水準になった。その成果を出してきた」と強調。民進党の岡田克也代表は「経済政策は行き詰まっている。転換が必要だ」と反論、「分配と成長の両立」を訴えた。
　岡田氏は「憲法の平和主義が変えられようとしている。しっかり参院選で憲法改正について議論すべきだ」と呼びかけた。首相は「争点にしないとは言っていない」としつつ「どのように変えるかを決めるのは国民投票だ」とかわした。
　公明党の山口那津男代表は、消費増税の再延期で遅れる可能性がある社会保障の充実策について「受給に必要な加入期間を25年から10年に短縮する無年金対策を望む声も大きいが、どのように取り組むのか」とただした。首相は「深刻な重大な問題で、喫緊の課題だ。アベノミクスの果実を使って最大限努力したい」と前向きな姿勢を示した。
　おおさか維新の会の片山虎之助共同代表は「すぐに増税に頼るのはやめた方がいい。身を切る改革、増税せずという路線が正しい」と指摘した。
　生活の党の小沢一郎代表は公的年金の運用状況に関して「年金の積立金は国民の将来のための大事なお金だが、株式に投資し大きな損失を出している」と批判した。首相は運用の公正さを説明し、理解を求めた。
　共産党の志位和夫委員長は、参院選で野党協力が進んでいることに触れ「政治を変えるチャンスだ」と力説した。社民党の吉田忠智党首も「野党が協力して選挙をするのは当然だ」と同調した。公明党の山口氏が民進党と共産党が連立政権を組む可能性を問うと、岡田氏は「理念、政策が違うから無理だ」と答えた。
　日本のこころを大切にする党の中山恭子代表は「個人所得を増やす政策をとらなければならない。あたたかい社会をつくっていく」と話した。新党改革の荒井広幸代表は「脱原発のただ一つの保守政党だ。アベノミクスをただして格差是正を進めたい」と語った。
アベノミクス巡り論戦　参院選へ党首討論会 
日経新聞2016/6/21 12:48 (2016/6/21 14:03更新)
　与野党９党首は21日午後、参院選の公示を22日に控えて日本記者クラブ主催の党首討論会に臨んだ。安倍晋三首相（自民党総裁）は政権の経済政策「アベノミクス」に関して「有効求人倍率も24年ぶりの高い水準になった。その成果を出してきた」と述べ、着実に成果をあげているとの見解を示した。
　民進党の岡田克也代表は「経済政策が行き詰まっている。一人ひとりが豊かになっていない。安心して生活できない」と批判。アベノミクスは失敗で政策転換が必要との認識を示した。人への投資を増やし、所得の再分配を進める「分配と成長が両立する経済政策」を取るべきだと訴えた。
　党首討論会には、公明党、共産党、おおさか維新の会、社民党、生活の党、日本のこころを大切にする党、新党改革も参加した。各党首が自らの党の政策などを訴えたうえで、党首同士の討論や質疑を行う。
　参院選向けの党首討論については、19日にも９党首がテレビ番組やインターネット番組に出演して実施している。
首相、社会保障充実「アベノミクスの果実使い最大限努力」　党首討論 
日経新聞2016/6/21 13:52
　安倍晋三首相は21日午後、日本記者クラブで党首討論に臨み、社会保障の充実策について「今後アベノミクスの果実を使って、予算編成の中で最大限努力していきたい」と述べた。消費増税の２年半先送りを受け「給付の充実はすべてできるわけではない」と認めつつ、景気回復に伴う税収の上振れ分などを活用していく考えを示した。一億総活躍プランに基づき、保育士や介護士の待遇改善は優先して行うとも説明した。〔日経ＱＵＩＣＫニュース（ＮＱＮ）〕
安倍首相、経済政策「成果を出す」　参院選へ訴え、党首討論 
日経新聞2016/6/21 13:44
　安倍晋三首相（自民党総裁）は21日午後、日本記者クラブで党首討論に臨んだ。22日に公示日を迎える参院選（７月10日投開票）を巡り、経済政策に関して「成果を出す」と訴えた。国内総生産（ＧＤＰ）に海外投資の利益を加味した国民総所得（ＧＮＩ）が増えているほか、雇用情勢が改善しているとの成果に言及。「成果が重要」として、アベノミクスの取り組みをさらに進める考えを示した。
　10％への引き上げを２年半先送りした消費税については「やみくもに引き上げても税収は増えるものではない」との見方を示した。その上で「適時適切に引き上げていく」と説明した。〔日経ＱＵＩＣＫニュース（ＮＱＮ）〕
産経新聞2016.6.21 22:21更新 
【参院選】「自公ＶＳ野党４党」真っ向対立　改憲、安保法制、政党の枠組みめぐり論戦　党首討論会
　参院選の公示を翌日に控えた２１日、与野党９党の党首が日本記者クラブ主催の公開討論会に臨んだ。約２時間の論戦で浮き彫りになったのは「自民、公明両党ＶＳ野党４党」が憲法改正や安全保障政策で真っ向から対立する姿と、野党連携の矛盾だった。
■憲法
　経済に次ぎ多くの時間が割かれたのは憲法だった。民進党の岡田克也代表は、９条改正について「どうしても認めるわけにはいかない」と訴えた。安倍晋三首相（自民党総裁）が参院選を前に憲法改正を積極的に訴えていないとして「おかしな話だ」とも批判した。
　これに対し首相は「憲法を争点にしていないとは言っていない。条文をどう変えていくかを決めるのは国民投票だ」と説明。「与党で衆参で３分の２を取るのは１００％といってもいいくらい不可能だ」とも述べた。自民党憲法改正草案についても「無傷でそのまま行くとは考えていない」と語り、野党を巻き込んだ上での改正に意欲を示した。
　岡田氏と共産党の志位和夫委員長は首相の憲法観を批判したが、矛先は自らにも向けられた。新党改革の荒井広幸代表は岡田氏を指名し、自衛隊を違憲とする共産党が民進党との連立政権構想を提唱していることの矛盾を追及した。
　志位氏は「自衛隊は憲法違反の組織だが、将来の展望として国民の合意で段階的に自衛隊の解消を図る」と述べた。だが、自衛隊の活用を主張する志位氏の矛盾には、記者からも質問が続出。志位氏は「矛盾をつくったのは自民党政治だ」と苦しい弁明に追われた。
■安保関連法
　志位氏は、安保関連法成立を受け「日米同盟は希望の同盟になった」と強調する首相を批判した。首相は「抑止力の強化で日本の安全はさらに強化されたと確信している」と応じた。
　志位氏は、安保関連法廃止後の展望について「憲法９条の精神に立った平和の外交戦略が必要だ」と主張。岡田氏は「安保関連法ができる前の状態に戻す。そのことで日米同盟がおかしくなるという話は成り立たない」と訴えた。
■野党共闘
　志位氏は「『安倍暴走政治ストップ』の願いに応え、全国３２の１人区全てで野党統一候補が実現した」と胸を張った。一方、公明党の山口那津男代表は、共産党との国民連合政府構想を否定する岡田氏に「志位氏は次の総選挙までに（構想について）前向きの合意を得る努力をすると言っている。責任ある政治の姿が見えない」とただした。
　岡田氏は、自自公連立政権を組んだ過去に触れ「有権者に対する裏切りだ」と反論。その上で「いま共産党と連立政権を組むことは理念、政策が違う以上無理だ」と断言した。
　首相も岡田氏に「（野党４党の統一候補が）同じなのは安倍政権を倒すことだけ。参院議員の任期は６年あるが、私がやめたら、その人たちは何をやるのか」と質問した。
　岡田氏は、共産党との将来的な連立政権の可能性を否定しなかった自身の発言を首相が「（野党連立政権が）来年かもしれない」と述べたことに「レッテル貼りはやめたほうがいい。恥ずかしい」と声を荒らげた。だが、首相の質問には答えず、すれ違いの議論となった。
産経新聞2016.6.21 22:18更新 
【参院選】経済政策もカラーの違い鮮明　自民は成長持続、民進は分配重視　党首討論
　２１日の党首討論では、経済成長重視のアベノミクスをめぐっても各党のカラーが鮮明に出た。自民、公明両党などはアベノミクスの持続を主眼に置くのに対し、民進党は「分配」を重視し、経済政策を転換するよう訴えた。
　安倍晋三首相は、国民総所得の増加や大学新卒者の高い就職率などの実績を列挙。「アベノミクスは道半ば」として、リニア中央新幹線の前倒しなどで成長を目指す考えを示した。
　公明党の山口那津男代表は国や地方で税収が増えた成果を強調。日本のこころを大切にする党の中山恭子代表は老朽化インフラへの投資を訴え、新党改革の荒井広幸代表もアベノミクスに理解を示した。
　これに対し、民進党の岡田克也代表は「（安倍政権の）経済政策は行き詰まっている。人への投資や所得再分配、働き方革命を実現して持続的成長が可能になる」と主張。低年金者への最大６万円の給付金支給など社会保障の実施が経済対策になると訴えた。
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表も、最低保障年金や子ども手当で個人消費を拡大するとした。かつて民主党政権は家計を重視し、バラマキによる成長を目指したが、財源確保などで行き詰まった経緯がある。
　共産党の志位和夫委員長は「国民生活の破壊をもたらした」とアベノミクス批判を展開。社民党の吉田忠智党首も「格差が拡大した」と同調した。
　一方、消費税増税の再延期で、増税時に予定していた社会保障の扱いも焦点だ。安倍首相は「すべてできるわけではない」と財源確保の必要性を指摘。そのうえで、年金受給に必要な資格期間の短縮は「前向きに検討する」と述べた。
　借金に頼らず政策経費をまかなえるかを示す基礎的財政収支を平成３２年度に黒字化する財政健全化目標については、岡田氏が「（達成は）無理だ」と批判。首相は「難しい目標だが、努力しなければならない」と述べた。
　おおさか維新の会の片山虎之助共同代表は「増税に頼らず、身を切る改革」を主張した。
産経新聞2016.6.21 14:18更新 
【２０１６参院選】参院選で何を訴えるか　日本記者クラブ党首討論会

参院選に向けた討論会で政策目標を掲げる与野党９党首。（上右から）自民党総裁の安倍首相、民進党の岡田代表、公明党の山口代表、（中右から）共産党の志位委員長、おおさか維新の会の片山共同代表、社民党の吉田党首、（下右から）生活の党の小沢共同代表、日本のこころを大切にする党の中山代表、新党改革の荒井代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ 
　参院選公示を翌日に控えた２１日、与野党９党の党首は日本記者クラブ主催の討論会で議論を戦わせた。各党の党首が参院選で訴えることとして、掲げたパネルは次の通り。
　自民党の安倍晋三総裁（首相）「成果を出す」
　民進党の岡田克也代表「憲法の平和主義　分配と成長の両立」
　公明党の山口那津男代表　「希望が、ゆきわたる国へ。」
　共産党の志位和夫委員長　「力をあわせ、未来ひらく」
　大阪維新の会の片山虎之助共同代表「身を切る改革・徹底改革」
　社民党の吉田忠智党首「アベ政治の暴走を止める！」
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表「国民の生活」
　日本のこころを大切にする党の中山恭子代表「平和」
　新党改革の荒井広幸代表「脱原発＋アベノミクス＝水素燃料電池」
参院選 公示前に与野党９党の党首討論会
6月21日 19時27分
２２日の参議院選挙の公示を前に、日本記者クラブ主催の与野党９党の党首による討論会が開かれました。安倍総理大臣は、与党で改選議席の過半数の６１議席の獲得を目指す考えを重ねて示したうえで「それには責任が伴うのは当然のことだ」と述べたのに対し、民進党の岡田代表は「『この選挙にすべての責任を負う』と言っている。出処進退は私が決める」と述べました。
討論会で、自民党総裁の安倍総理大臣は「３年半前に政権を奪還し、失われた国民総所得５０兆円を取り戻すと約束しすでに４０兆円を取り戻し、ことし中には５０兆円を取り戻せる見込みだ。また、大学を卒業した人の就職率は史上最高となったほか、有効求人倍率も２４年ぶりの高い水準だ。政治に求められているのは若い人の働く場所があり、頑張れば結果を出せるようにすることで、その成果を出してきた」と述べました。

民進党の岡田代表は「憲法の平和主義が変えられようとしていて、認めるわけにはいかない。また、国民の生活は豊かになっておらず経済政策は行き詰まっていて、分配と成長の両立が必要だ。人に対する投資や所得の再分配などを実現することで持続的な経済成長が初めて可能になる。経済政策の転換が必要だ」と述べました。

公明党の山口代表は「経済再生、デフレ脱却をさらに進め、その実感を地方や中小企業、そして家計へと、国の隅々まで届けたい。アベノミクスの成果を活用し社会保障の充実のほか、保育や介護の基盤整備、若者や女性の活躍に向けた取り組みを加速する」と述べました。

共産党の志位委員長は「安倍暴走政治ストップの願いに応えて全国３２の１人区のすべてで野党統一候補が実現した。戦後かつてない画期的な選挙で、政治を変える絶好のチャンスだ。野党共闘の勝利と共産党の躍進に力を貸してほしい」と述べました。

おおさか維新の会の片山共同代表は「われわれは身を切る改革と徹底行革の党だ。すぐに増税に頼ることをやめ、まず、身を切る改革をすべきだ。国会議員の定数削減などをしっかりやっていくことがわが国のために必要だ」と述べました。

社民党の吉田党首は「参議院選挙は安倍政治の暴走を止め、『憲法改悪』を阻止するための選挙だ。安倍政治の対極にあるのが社民党の政策であり、平和憲法を生かし戦争をしない国を目指す」と述べました。

生活の党の小沢代表は「景気の回復にも個人消費の拡大が不可欠だ。そのためには生活の安定と将来不安の解消が絶対条件だ。憲法の理念は堅持し、国際紛争は国連中心主義で対処すべきだ」と述べました。

日本のこころを大切にする党の中山代表は「経済成長路線をしっかり取って、１人当たりの個人所得を増やすことが必要だ。政治家の最も大事な役割はあらゆる手段を講じて平和を維持することだ」と述べました。

新党改革の荒井代表は「われわれは『脱原発』を訴えるただ１つの保守政党だ。また、アベノミクスを成功させて格差是正を図るため、家庭に目を向けた『家庭ノミクス』を進める」と述べました。
憲法改正について
また、憲法改正について、安倍総理大臣は「与党が衆参両院で３分の２の議席を取るのは１００％と言ってもいいぐらい不可能だ。改正の発議をするのは衆議院・参議院で、議論していく。お互いに議論しながらなるべく３分の２を構成するように議会で努力した結果、国民投票で初めて過半数は得られる」と述べ、衆参両院の憲法審査会の議論を通じて民進党などと合意点を模索したいという考えを示しました。

これに対し、民進党の岡田代表は「権力を縛るのが基本的に憲法の役割だということを安倍総理大臣が果たして認識しているのかどうかも疑わしく、そういう中での議論は非常に難しい」と述べました。
野党の連携について
一方、参議院選挙で民進党や共産党などが全国に３２ある「１人区」のすべてで候補者を一本化したことについて、安倍総理大臣は「何年後かも、来年かもしれないが、岡田氏は共産党が主張する『国民連合政府』をつくることを参議院選挙の前に明らかにする責任がある。民進党と共産党はいろんな政策が食い違っており、同じなのは安倍政権を倒すということだ」と批判しました。

これに対し、民進党の岡田代表は「安倍総理大臣は変なレッテル貼りはやめるべきだ。私は共産党と政策や理念が一致しない限りは『国民連合政府』は作れないということを明確に言っている」と反論しました。

共産党の志位委員長は「自衛隊は憲法違反の組織だが、将来の展望として、国民の合意で段階的に自衛隊の解消を図っていくことを提唱している。ただ、今問われているのは自衛隊をなくすかどうかではなく海外の戦争に出してよいかどうかで、それはだめだと、野党は安全保障法制を廃止し立憲主義を取り戻すという大義の下に結束している」と述べました。
目標議席について
さらに安倍総理大臣は、自民・公明両党で改選議席の過半数の６１議席を獲得することを目標としていることについて、「低い目標では決してない。自民党総裁として目標を定めた以上、それに向かって全力を尽くしていく。それには責任が伴うのは当然のことだ」と述べました。

一方、民進党の岡田代表は、自民・公明両党に６１議席以上の獲得を許した場合の対応について「出処進退は私が決めることだ。今回の参議院選挙は日本の将来の分岐点で、私は『この選挙にすべての責任を負う』と言っている」と述べました。
消費税・沖縄について
このほか安倍総理大臣は、消費税率引き上げの再延期の影響に関連して「無年金の問題は喫緊の課題であり、前向きに検討していきたい。アベノミクスの果実を使って今後の予算編成の中で最大限、努力していきたい」と述べました。

また安倍総理大臣は、沖縄県で女性が殺害されアメリカ軍の軍属の男が逮捕された事件を受けた日米地位協定の見直しについて、「軍属の取り扱いを見直していくことでアメリカと合意した。今まで運用の改善で対応してきたが、例えば環境の問題については環境補足協定という事実上の地位協定の改定を初めて行ったところだ。今後とも沖縄県民の気持ちに寄り添いながら対応していきたい」と述べました。
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【参院選・党首討論会詳報（１）】安倍首相「成果を出してきた」　民進・岡田代表「アベノミクスの転換が必要だ」　

参院選に向けた討論会で政策目標を掲げる与野党９党首。（上右から）自民党総裁の安倍首相、民進党の岡田代表、公明党の山口代表、（中右から）共産党の志位委員長、おおさか維新の会の片山共同代表、社民党の吉田党首、（下右から）生活の党の小沢共同代表、日本のこころを大切にする党の中山代表、新党改革の荒井代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ 
　参院選公示を翌日に控えた２１日、与野党９党の党首は日本記者クラブ主催の討論会で議論を戦わせた。安倍晋三首相（自民党総裁）は「若い皆さんが卒業し、就職できるよう成果を出してきた」と述べ、政権の経済政策「アベノミクス」の成果を強調した。民進党の岡田克也代表は「経済政策が行き詰まっている。転換が必要だ」と批判した。
　－－最初に各党が一番大事にしていることを順番に聞く。事前にボードに書いてもらった言葉を右肩に掲げるようにしてお話をいただきたい。
　自民党の安倍晋三総裁《ボードには『成果を出す』》「結果を出す。今年中には５０兆円取り戻せる見込みだ。今年４月大学を卒業した皆さんの就職率は史上最高。高校を卒業した皆さんの就職率は２４年ぶりの高い水準になっている。有効求人倍率も２４年ぶりの高い水準。１人の求職者に対して１人分の職があるという有効求人倍率１倍。これを政権交代前のたった８つの県から私たちは４７全ての都道府県に広げた。政治に求められているのは若い皆さんが卒業して働く場所がある、就職できる、頑張れば結果を出せる。その成果を出してきた」
　民進党の岡田克也代表《『憲法の平和主義　分配と成長の両立』》「今、日本は時代の大きな分岐点にある、分かれ道にあると思う。ここで道を誤れば二度と後戻りはできないかもしれない。一つは憲法の平和主義が変えられようとしている。昨年の安全保障法制の議論。そして憲法９条の改正論。これはどうしても認めるわけにはいかない。もう一つは経済政策が行き詰まっている。一人一人の人が豊かになっていない、安心して生活できない。そのために私たちは分配と成長の両立の経済政策を訴えている。人に対する投資や所得の再分配や働き方の革命をしっかりと実現していく中で持続的な経済成長が初めて可能になる。単に金融や財政で膨らますだけのやり方では限界があるということをはっきり認識し、経済政策の転換が必要だ」
　公明党の山口那津男代表《『希望がゆきわたる国へ。』》「公明党は経済再生、デフレ脱却をさらに進め、その実感を地方や中小企業、そして家計へと国の隅々まで届ける。アベノミクスの成果が十分に及んでいない所に希望を広げていきたい。アベノミクスによって国や地方の税収は大きく増えた。その成果を活用し、社会保障の充実、保育や介護の基盤整備、若者や女性の活躍に向けた取り組みを加速する。庶民、大衆に根ざした公明党には小さな声を聞く力がある。その声を政策として実現する国、地方のネットワークがある。こうした持ち味がある公明党が連立政権にいればこそ政治を安定させることができる。皆様の力をどうか公明党に与えていただきたい」
　共産党の志位和夫委員長《『力あわせ、未来ひらく』》「国民の皆さん、今度の参院選では安倍暴走政治ストップの願いに応えて、全国３２の１人区の全てで野党統一候補が実現した。戦後かつてない画期的選挙。政治を変える絶好のチャンスだ。野党４党は次の４点を柱にして共通政策を確認している。第１は安保法制を廃止し、集団的自衛権行使容認の閣議決定を撤回する。第２はアベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困を是正する。第３はＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）や沖縄問題のような国民の声に耳を傾けない強権政治を許さない。第４は安倍政権による憲法改定に反対する。力あわせ、未来ひらく。共産党は共同の力で政治を変える党だ。野党共闘の勝利、共産党の躍進へどうかお力をお貸しください」
　おおさか維新の会の片山虎之助共同代表《『身を切る改革・徹底行革』》「われわれは身を切る改革・徹底行革の党だ。もともとは地域政党から始まって国政政党になった。橋下（徹前代表）さんや松井（一郎代表）さんはこの８年間、借金を増やさず、増税をせず、ひたすら身を切る改革で色々な事業をやってきた。例えば私立高の授業料を無償化したり、保育を拡充したり、そういうことをやってきた。その結果がこれだけの評価になり、国政政党になったわけだ。国もすぐ増税に頼ることはやめた方がよろしい。まず身を切る改革をやる。安倍さんに申し訳ないが、安倍さんと野田さんが国会議員の定数削減を約束されたのも、やったようなやらないような格好になっているが、こういうものをしっかりとやっていくことがこれからわが国のためにぜひ必要ではないかと考えている。身を切る改革、増税せず。こういう路線が正しいと思っている」
　社民党の吉田忠智党首《『アベ政治の暴走を止める！』》「今回の参院選は安倍政治の暴走を止め、憲法改悪を阻止するための選挙だ。安倍政治の対極にあるのが社民党の政策だ。社民党は平和憲法をいかし、戦争をしない国を目指す。もちろん辺野古の新基地建設阻止。そして九州ではいま豪雨災害も出ているが、東日本大震災、熊本・大分大地震の被災者の皆さんに寄り添った人間の復興を進めること。そしてこの間のアベノミクスで格差は拡大している。国民の暮らしと雇用を再建すること。そして若者の問題も深刻だ。若者の居場所と希望をつくり出す。そして脱原発社会の実現。農林水産業の、そして地域社会の再建再生を主要政策として参院選で訴えていく。選挙区４人の候補者、比例７人の候補者の当選に全力をあげる。ぜひ社民党を大きくして日本の政治を良くしてください。よろしくお願いします」
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表《『国民の生活』》「政治とは生活である。生活の党はこの理念のもとでの政策を主張している。景気の回復にも個人消費の拡大が不可欠だ。そのためには生活の安定と将来不安の解消が絶対条件だ。そのためにわれわれは雇用の正規化、最低保障年金の創設、国民皆保険の堅持、子ども手当、あるいは戸別所得保証制度の実現。それをぜひ、したいと思っている。憲法については理念を堅持する。集団的自衛権であれ、個別的自衛権であれ、わが国が攻撃をされない場合には、これを憲法は許していないし、国際紛争は国連中心主義で行うべきだという主張をしていきたい」
　日本のこころを大切にする党の中山恭子代表《『平和』》「私たちは終極的に平和を求めていく。政治家の最も大事な役割はいかに平和を維持できるかであると考えている。経済政策では経済成長路線をしっかりとって、一人当たりの個人所得を増やしていく政策をとらなければならないと思っている。日本のこれまで何万人、何億人の人々が培ってきた日本の、相手を思いやり、弱い人を必ず助けるというこの精神をもとに、日本の心を大切にして豊かな社会をつくっていきたい、温かい社会をつくっていこうと思っている。あらゆる手段を投じて平和を維持してまいる」
　新党改革の荒井広幸代表《『脱原発＋アベノミクス＝水素燃料電池』》「われわれは脱原発をするただひとつの保守政党だ。アベノミクスを成功させて、格差是正もしていきたい。２項対立ではない。この２つを解決できる。お風呂に入らない家庭はありません。風呂の釜を燃料水素電池にかえると日本だけの技術だ。発電をしてお湯が沸くわけだ。発電をするから１３３万世帯で原発１基１００万キロはいらない。お湯が沸くと同時に、効率が非常に良い。最大で４割、光熱費が下がる。それは所得が上がったと同じではないだろうか。こうした家庭にこそシーズがある。家庭に目を向けた「家庭ノミクス」を進めて、対立から解決を目指していく。改革です」
産経新聞2016.6.21 15:41更新 
【参院選・党首討論会詳報（２）】安倍首相「憲法を争点にしていないとはいっていない」　
　民進党の岡田克也代表「安倍晋三首相にお聞きする。『この参院選で憲法改正は論点ではない』と首相はおっしゃった。私はこれは非常におかしな話だと思う。首相は年頭の記者会見でも『参院選でしっかり憲法改正について訴えていく。そうした訴えを通じて国民的な議論を深めていきたい』と言われた。しっかりとこの参院選で憲法について議論すべきだ。特に私が先般の党首討論の中で疑問に思ったのは、憲法の平和主義とはいったい何かと聞いたときの首相の答えだ。『侵略戦争をしないことだ』と。私は非常に驚いた。日本国憲法の平和主義というのは、単に侵略戦争をしないだけではなくて、より一歩踏み込んだ積極的な意味があるはずだと考えているからです。ここの解釈も含めてしっかりと国会で議論したいと考えているが、首相のお考えはいかがか」

参院選公示を前に討論会に出席する、自民党・安倍晋三総裁（左）と民進党・岡田克也代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ（松本健吾撮影） 
　安倍晋三首相（自民党総裁）「私は憲法を争点にしていないとは言っていない。自民党は結党以来、憲法改正を掲げてきた。われわれは（野党時代の）谷垣（禎一）執行部のもとに、すでに改正案を示している。しかし、条文をどのように変えていくか。それを決めるのは選挙ではなく、国民投票だ。これが普通の法律とは違う点だ。法律は国会議員を選べば、その国会議員の過半数で法律は成立するが、憲法は違う。大切なことは、憲法審査会において、逐条的な議論を行い、静かに冷静に行い、集約していく。そしてそれを国民投票で問うべきだろうと思う。平和主義については、まさにわれわれは憲法改正草案の中でも平和主義は貫いている。９条１項は残している。これはまさに国連憲章と軌を一にするものであると。このことに対する考え方については、宮沢喜一元首相も本会議で答弁しており、わが党の考え方は一貫している」
　公明党の山口那津男代表「民進党の岡田さんに質問する。民進党は共産党などと野党共闘を進めている。全国３２の１人区で野党統一候補を擁立しながら、岡田さんは『理念、政策で違いがあり、共産党と政権は組めない』と言ってきた。ところが、共産党の志位（和夫委員長）さんは国民連合政府構想を打ち出して『次の総選挙までにきちんと前向きの合意を得るために努力する』と言っている。一方で、岡田代表は野党連立政権について『今は全く考えていないが、未来永劫ないということにはならない』とも話し、将来的には分からないという趣旨を述べている。いったいどちらなんでしょうか？　国民はこの参院選のあと、当面どういう政策をとるかに関心をもっている。参院選のあと、責任ある政治の姿が見えない。共産党が次の総選挙も視野に入れて連立政権の合意を目指すことにどう対応するのか？　お答えいただきたい」
　岡田氏「山口さんは今、言われたが、私、思い出すが、公明党もわれわれも野党だった時代、ある日突然、公明党さんが自民党と組まれて、自自公政権をつくられた。私は本当に驚きました、あのとき。そういうことは政治としては絶対にしてはいけないことだと。有権者に対する裏切りだと。私たちは言ったことはしっかり守っていきたいと思う。今、共産党と連立政権を組むことは、理念、政策が違う以上、それは無理です。そのことを申し上げている。将来、理念、政策が違わないということが、それは何年先になるか、何十年先になるかわからないが、そのことまで否定してしまうというのは、私は無理だと思う。そういう意味で、今は私は考えていないということを申し上げている」
　共産党の志位和夫委員長「安倍さんに質問する。安倍さんはアベノミクスの果実として、民主党政権時代の平成２４年度に比べて、税収が２１兆円増えたと。消費税増税分を除いても１３兆円増えたと主張し、『あの４年前の暗い時代に後戻りさせていいのか』と繰り返している。私たちも当時の民主党政権には批判をもっているが、安倍さんが比較の対象に持ち出す２０１２年度というのは、２００８年のリーマン・ショックによる税収減と、２０１１年の東日本大震災による税収減という二重の打撃を受けていた時期だ。あのトヨタでさえ、法人税を１円も納めていなかった時期だ。そうした巨大な外的要因をまったく考慮せず、数字だけを比較するというやり方がフェアな政策論争といえるでしょうか。この選挙戦での政策論争を実りあるものとするためにも、このような手法は慎むべきではないかと考えるがいかがか」
　安倍首相「先ほど申し上げましたように、成果、結果が大事だ。確かに、リーマン・ショック、東日本大震災があった。だからこそ、リーマン・ショックに対して、麻生太郎政権で大型の補正予算を組んだ。その成果は出ている。そして私たちが増やした２１兆円。これは皆さん、リーマン・ショック以前よりも増えているんです。つまり、あのデフレが始まった平成９年段階にわれわれは戻すことができたと言っていいと思います。先ほど申し上げた国民総所得を取り戻す。これは民主党政権時代からではありません。いわばデフレで失った５０兆円を私たちはたった３年間でその多くを取り戻している。２０年間で失ったものをいま私たちは３年間で取り戻しているんです。中小企業の倒産件数は３割減少した。正規の職員、正社員は２６万人増えた。これは８年ぶりだ。しかも、労働生産人口が３００万人減る中で増やしている。これはどうかご理解いただきたい」
　おおさか維新の会の片山虎之助共同代表「安倍さんに申し訳ないが、（社会保障と税の一体改革に関して合意した自民、旧民主、公明の）３党を代表してお答えいただきたい。私は税と社会保障の一体改革は今回の消費税増税の再延期で、事実上破綻したんじゃないかと思う。これについての３党の責任はどういうことになるのか。４年先延ばしですよね。それで、これについて始末をどうされるのか。社会保障はある程度想定されている。これだけはやるということが。それが先延ばしになるか、やめるかということになる。財源のお考えがあるなら、財源もいってもらいたい。それについて、安倍首相はアベノミクスもよくなるから。税収の上ぶれがあるだろうと。こういうことをいわれている。上ぶれもあるけども、下ぶれもあるかもしれない。税収というのはそういうものだ。ずっと４年間続き得るのかということもある。岡田さんは、最初に言い出したのは民主党なんだから。税と社会保障の一体改革、１０％にするという話は。それを行革もやるかもしれないけど、本気じゃないわね。そうなったあとは赤字国債だと。これも無責任きわまりない。産んでおいてどういうことか、と思いますよ」
　安倍首相「われわれは３党合意のもとに、消費税率を５％から８％へ引き上げた。しかし、残念ながら、われわれの予想以上に冷え込んだのは事実だ。しかし、その中でも税収は２１兆円増え、国債の発行は１０兆減額した。プライマリーバランス（基礎的財政収支）もわれわれは１４兆円も改善した。財政再建に向けて確実に進んでいる。しかし、社会保障費は伸びていく。伸びていく社会保障費に対応していかなければ、この大切な社会保障を次の世代に引き渡していくことができない。そのためにも、われわれは消費税の引き上げは必要であると考えているが、やみくもに引き上げれば税収は増えるものではない。適時適切に引き上げていく必要がある。われわれは２年半延期する必要がある。こう考えました」
　社民党の吉田忠智党首「安倍首相に原発政策について質問する。平成２４年の自民党の衆院選公約では、原子力に依存しなくてもよい経済、社会構造の確立を目指すと明記されている。ところが今回の参院選では、２８年の「政策バンク」では、立地自治体と関係者の理解と協力を得つつ原発の再稼働を進めるというふうになっている。自民党さんが中心になって原発政策を進めてきて、東京電力福島第１原発事故が発生して、いまなお９万人以上の方が避難生活をされている。あの原因も究明されていない。一度、原発事故が起こって、故郷が汚染されたら、故郷を取り戻すのがどれだけ困難なことが明らかになった。原発がなくても電力を賄うことができる。原発ほど高いものはない。そして原発ほど危険なものはないということも明らかになった。首相のこれからの原発政策についての考え方をお聞きしたい」
　安倍首相「われわれは東日本大震災による福島第１原発事故、あの過酷事故を深刻に受け止めなければならないと思っているし、ただいま吉田さんから指摘された点についても、真摯に受け止めなければならないと思っている。しかし、同時にその中で、安く安定的なエネルギーを供給していくという、大きな責任を負っている。エネルギー源にはそれぞれ特徴がある。その特徴をそれぞれ生かしながらベストミックスを構成していかなければいけない。できる限り原子力依存は減らしていく。しかし、いまの段階でゼロにすることは残念ながらできないわけであって、なるべく再生可能エネルギー等をこれからイノベーションを起こしつつ、なるべくこれの比率を増やしていくという努力をしてきたい。もちろん、安全第一、安全神話によりかかってはならない。この考え方は決して変えてはならないと思っている」
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表「首相にうかがう。政府は一昨年から年金の半分を株で運用するということにしたが、株価の低迷で大変な損失を出しているといわれている。この年金の積立金は、まさに国民の将来のための大事な大事なお金であって、これを株を運用して、大きな損失を出しているということは政府としても大変な責任だと思っている。また６月か、７月初めにその結果を公表するという話だったが、それがまだ、選挙後に公表するということにされている。この損失を国民の目から隠すということに、結果としてなるのではないか。この点について、首相のお考えをお聞きする」
　安倍首相「年金の運用については、政争の具にするのではなくて冷静な議論が必要だと思う。そうでなければ、年金受給者の不安をあおるだけになってしまう。年金の運用については、ポートフォリオ、それぞれの特徴を生かしながら、ポートフォリオを組んでいく。国債、そして株式。かつてはデフレ経済だった。デフレ経済の中においては、国債をもっていれば、将来の年金受給者に支払う年金額を維持できた。しかし、デフレから脱出していく中においては、フォワードルッキングの投資を行っていかなければ、それを賄っていくことはできないという判断の中で、株式の運用の比率を上げた。そして、安倍政権が成立してから、私たちは３７．８兆円です。３７．８兆円ですよ。この運用益を上げている。全体で１４０兆円だから、いかに大きいかはご理解いただけるだろうと思う。その前の政権のときは、４兆円しか上げていない。だからといってわれわれはそれを攻撃しているのではなくて、むしろ３０年、４０年という長いスパンで見ていくべきだろうということを申し上げたい」
産経新聞2016.6.21 16:57更新 
【参院選・党首討論会詳報（３）】民進・岡田克也代表「政策、理念が一致していない限り連合政府は作れない」

参院選公示を前に討論会に出席し握手する、（左から）新党改革・荒井広幸代表、生活の党・小沢一郎共同代表、おおさか維新の会・片山 虎之助共同代表、公明党・山口那津男代表、自民党・安倍晋三首相、民進党・岡田克也代表、日本共産党・志位和夫委員長、社民党・吉田忠智党首、日本のこころ・中山恭子代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ（松本健吾撮影） 
　日本のこころを大切にする党の中山恭子代表「日本の経済をしっかりするためには、積極的な財政政策を取ることが必要だ。そのために、全国津々浦々に公共事業を行い、老朽化している社会インフラ、道路や橋やトンネルや上水道下水道、そういったものについて、きちんとした公共事業を行って、次の世代が安全で快適な生活を送れる状況をつくるのが大切だ。公共事業は決して悪ではない。これは、政府が行う仕事の大きなテーマだ。もう１点、拉致問題について首相は北朝鮮の工作活動が国内でモンゴルの写真が出るなど、行われている。この点について考えを」
　自民党の安倍晋三総裁（首相）「第一点、必要な公共事業、インフラ投資は未来への投資です。かつてわれわれは世界銀行から借金をして、新幹線をつくり、東名高速をつくり、黒部第４ダムをつくった。これは無駄な借金ではありません。これによって私たちは高度経済成長を確かなものにしたわけであります。われわれもしっかりと、今、まさに低金利、日本銀行がマイナス金利政策を取っているときを生かして、財投も生かして、必要な、例えばリニア新幹線、あるいは整備新幹線を前倒ししていくということも含めて、港湾も飛行場もそうです。成長の投資となるものは、思い切って行っていきたいと思います。また、拉致問題の解決は安倍政権の最重要課題であります。北朝鮮はさまざまな工作をしてきます。しかし、その工作に分断されることなく、それにたじろぐこともなく、あくまでも拉致問題の解決を目指して、毅然（きぜん）と交渉を続けていきたいと思います」
　新党改革の荒井広幸代表「（民進党の）岡田（克也）代表にお尋ねしたい。政策で競う、国民の理解を得る、あるいは選挙戦を通じて合意形成するという方法もあると思うが、野党４党で大きく（共産党の）志位（和夫委員長）さんから４つの点をあげられた統一候補。十数名いるわけです。選挙が終わりました、国民の関心がたくさんある。投票した人たちと、今度その無所属の人たち。どの政党にいってどの政策を実現するんでしょうか。４つの政党には、それぞれの政策がある。私は大変これ、受け皿じゃなくて『受けザル』だと思う。いまだけ良いが、その後がどうなるか分からない。この十数名の無所属の方は、党に従うんですか。それとも、４つだけを毎日、毎日いっているのか」
　民進党の岡田克也代表「無所属の候補者は、それぞれ選挙区において自らの政策を掲げている。もちろん、合意した共通政策は共通している。しかしそれ以外に自らの考えで政策を述べている。有権者との間、従って、自らの考えで当選した場合はしっかりとして政治家としてやっていく。その自らの考えに最も近い党にやがて所属することになるのか、あくまでも無所属を通すのかは、それはそれぞれの候補者のお考えだ。なんら疑問はないと思う」
　安倍首相「岡田さんに質問したい。いま、荒井さんからの質問にかぶるところがあると思いますが、いわば１人区で１人に絞った、つまり、御党も香川県では候補者を降ろして共産党系の候補者を支持している、と。また共産党は多くの県で候補者を降ろした。ということは、つまり、いつかはやはり国民連合政府ですか、そういうものを作っていくということでなければ、それは意味がないんだろうと思います。岡田さんも、いつかはってことはいえないけれども、何年か後かもしれない、それはまあ、来年かもしれませんけれども、そういう意味においてはですね、この点で、こういう政府を作っていくんだということを、参院選の前に明らかにする責任があるんだろうと思います。同時に、民進党、共産党といろんな政策は食い違っているわけでありますが、そのなかで１点同じなのは安倍政権を倒すということでありますが、参院議員の任期は６年もあるんですから、私がやめたら、一体その人たちは何をやるんですか、ということをお聞きしたい」
　岡田氏「まず安倍さん、首相なんですから、変なレッテル貼りはやめたほうがいいですよ。恥ずかしいですよ。私は別に来年かもしれないなんていってませんよ。政策、理念が一致していない限り連合政府は作れないということは明確に申し上げているわけだから、それを来年かもしれないと、勝手にレッテル貼りをしているのは恥ずかしいと思う。何年先か分からない。理念・政策が統一されれば、そういうことは考えられるかもしれないが、そうでない限りは相いれないと明確に申し上げている。そして、意味がない、あとなにいわれましたかね。無所属候補者は、自らの考え方をそれぞれ選挙区で示しているから、それを政治家として実現していく。無所属のほうがいいと思えば無所属のままだし、それから、ある党に属したほうが自らの手法が実現できると思えばそういう選択もある。それは候補者に委ねられている。私は全くおかしくないと思う」
　公明党の山口那津男代表「自民党の安倍総裁にうかがいましょう。政府・与党として消費税率１０％への引き上げをを２年半延期する方針を決めた。総裁はアベノミクスを一段と加速し、その果実を使って可能な限り、社会保障を充実させていくとしている。保育や介護の受け皿の拡大。また、そこに従事する人たちの処遇改善については優先して実施していくというが、アベノミクスの効果がまだ及んでいない年金生活者などにも効果が及ぶような政策、例えば、年金受給に必要な加入期間を２５年から１０年に短縮する、無年金対策なども望む声が大変大きい。どう取り組むか」
　安倍首相「消費税率引き上げを２年半、延期しました。その間、引き上げによる給付の充実は、すべてできるわけではありません。このことは正直に申し上げておかなければならないと思っています。しかしその中で、保育の受け皿５０万人分、あるいは介護の受け皿５０万人分の整備は、スケジュール通りに進めていきます。これはすでに財源があって、それと同時に、１億総活躍プランにかかわる保育士、介護職員の待遇改善は優先的におこなっていきたい。さらにいま、山口代表からご指摘をいただいた無年金の問題は、深刻な重大な問題と考えています。喫緊の課題であります。力強い問題意識のもとに前向きに検討していきたいと思いますし、今後、アベノミクスの果実を使って、今後の予算編成の中で、最大限努力をしていきたいと思います」
　共産党の志位和夫委員長「安倍さんに質問。安倍さんは平成１６年に出版した『この国を守る決意』のなかで、次のように述べている。『軍事同盟というのは血の同盟です。日本がもし、外的から攻撃を受ければ、米国の若者が血を流します。しかし、いまの憲法解釈のもとでは、日本の自衛隊は米国が攻撃されたときに血を流すことはないわけです。これで完全なイコールパートナーといえるでしょうか。日米安保の双務性を高めるということは、具体的には集団的自衛権の行使だ』。安倍さんはこの言葉どおりに憲法解釈を変え、安保法制で集団的自衛権の行使を可能にした。そこで伺うが、安倍さんは日米同盟は希望の同盟になったというが、安保法制によって、あなたのいう血の同盟になったということではないか」
　安倍首相「先般、オバマ（米）大統領とともに、被爆地の広島を訪問しました。史上初めて原子爆弾を使った国の大統領が被爆地を訪問する。核兵器のない世界に向けて大きな力となったと思います。日本と米国がこのようにさまざまな課題にともに手を取って取り組んでいく希望の同盟になったと思います。昨年の平和安全法制によって、日本を守るために、日本と米国は力を合わせることができるようになりました。北朝鮮が弾道ミサイルを発射したときに、いままでよりも日本と米国は連携し、対応することができた。ハリス太平洋部司令官も、いままでよりもはるかに協力し、連携し、対応することができた、と述べています。お互いに協力できる、助け合うことができる同盟は、その絆を強くした証明ではないだろうか、と。日本の安全は抑止力の強化によってさらに強化されたと確信をしております」
　大阪維新の会の片山虎之助共同代表「政治とカネの問題について岡田さんに聞く。この問題は各党お考えがあるだろうが、なかなか進まない。われわれはやっている。法律が変わらなくてもわれわれやっている。例えば、企業団体献金は受けとらない。月に１００万円もらう文書交通通信ナントカ滞在費もオープンにしている。党に寄付すれば税の控除が受けられる。しかもそれを自分の後援会に環流することが行われている。これを全部法律で止めようというのだが、なかなか他党はのってこない。これは考え改めてもらいたい。みなさんの前で聞いてもらって。いま、政党の支部が、自分の選挙区にいろんなものを寄付している。政党支部は禁止されていない、法律上。これを岡田さんとこの幹部がやっているらしい。これは止めようじゃないか。政党支部が後援会化しているんだから。これがひとつ。もうひとつは、舛添さんの問題で出たように、政治資金について使途制限する。思い切ってやったほうがいい」
　岡田氏「私より安倍さんに聞いていただいたほうが本当はいいんだと思うが、まず、私たちは、企業の政治献金だけでなく、パーティー券も含めて法律できちんと禁止しようと申し上げている。ある意味ではパーティー券は緩い。政治献金は５万円以上だったら全部名前が出る。パーティー券はもっと基準が高い。だから、パーティー券が逃げ道になっている。ここまで含めてきちっとやらないと意味がない。だから法律できちっとやるならやりましょうと申し上げている。文書交通通信費、一定の努力をおおさか維新の会がやっているのは結構だと思う。ただ、かなり問題もある。文書交通費を、政治団体、あるいは政党支部に寄付をして使ってしまっていると。これは文書交通費の本来の意味とまったくかけはなれている。そういうことをやっていないか、おおさか維新のみなさんは。そういうところも含めてきちっとやっていかないとダメだと思う。政党支部が選挙区に寄付するということは、私は、決して望ましいことではないと考えている。政治資金の使い方について、より明確にするということは必要だと思っている」
産経新聞2016.6.21 17:21更新 
【参院選・党首討論会詳報（４）】共産・志位和夫委員長「自衛隊は憲法違反の組織だ」

参院選公示を前に討論会に出席する、（左から）新党改革・荒井広幸代表、生活の党・小沢一郎共同代表、おおさか維新の会・片山 虎之助共同代表、公明党・山口那津男代表、自民党・安倍晋三総裁、民進党・岡田克也代表、日本共産党・志位和夫委員長、社民党・吉田忠智党首、日本のこころ・中山恭子代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ（松本健吾撮影） 
　社民党の吉田忠智党首「公明党の山口（那津男）代表に質問する。まず質問の前に山口代表、それから安倍（晋三）総裁からもお話があったけれども、３２の１人区において野党が候補者を一本化したことを批判された。志位（和夫）委員長からお話があったように、基本政策をすり合わせて戦っているし、参院選は政権選択の選挙では基本的にない。そして野党が協力して選挙をするのは当然のことだから、その批判については当たらない、そのことを申し上げたいと思う。その上で、公明党さんは自民党さんとご苦労されて連立政権を維持されているのはよく分かる。やっぱり憲法の問題は基本中の基本だ。先週、ネット討論番組でも私は質問したが、最終的には国民が国民投票で決めることだ。しかし、その前に衆参で３分の２の議員で賛成し発議しなければならない。その前に当然、野党の中でも合意が必要だ。それが前提になると思う。したがって、やっぱり憲法観がこれほど異なる自民党と公明党は今後、憲法の問題が中心議題になったときに本当に連立政権としてやっていけるのか。そして自民党の改正草案についてもあわせてうかがいたいと思う」
　公明党の山口那津男代表「与党というのは政府、つまり行政府を運営するための政党の枠組みだ。だから自公政権はその意味で、政府がやるべき政策の優先順位を、協定をきちんと結んで、主要な政策は全てにわたって合意を結んでやっている。今の野党統一候補については、連立政権をつくると、目指すといいながら、どう政府の具体的な政策を実行していくか、今の政策をどう変えていくのか、その具体策がさっぱりみえない。だから無責任だと言っているわけだ。一方で憲法の問題は、政府の課題ではない。政府は憲法順守義務を負う閣僚によって構成されているから、憲法改正は国会にのみ発議権があるわけだ。だからこれは立法府の課題で、国会に所属する政党が、与党も野党もなく、それぞれが議論を深めて合意形成し発議にいたる。そういうことだから与党の責任ではない。自公ともに議論を深めること。これが課題だ」
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表「首相におうかがいする。首相はアベノミクスの実行によって景気は良くなり、国民生活は向上するというお話をし続けてこられたけれども、実質的には景気は一向に良くならない。また、国民の実質所得は減る一方だ。こういう中で、さらにまたアベノミクスのエンジン、アクセルを踏んで加速するという趣旨のお話をなさったけれども、アクセルを踏めば踏むほど格差は広がる、そして景気はいつまでたっても良くならない、国民の生活はよくならないという結果になってしまうのではないか。この点について首相のご見解をうかがう」
安倍首相「実質賃金が減っていたのは、実は５年前から減っていた。民主党政権時代、消費税を引き上げていないのに実質賃金が減っていたのだ。われわれは政権を取ってアベノミクスを発動した。しかし消費税を３％引き上げたから、残念ながらしばらくはそれに追いつくことはできなかった。しかし直近で昨年後半から実質賃金は上がり始めた。消費税を引き上げているにも関わらず、直近で足もとでは３カ月連続で実質賃金が上がった。５年間の流れを、民主党政権時代から続いてきた５年間の流れを、私たちは変えることができたと思っている。そして国民の皆さんの社会に満足しているかどうかという内閣府の調査がある。民主党政権時代は「満足していない」という数字が「満足している」をずっと上回ってきた。わが党が政権を担当して逆転した。「満足している」が上回り、６２％が満足している。これは実は過去最高の数字ということだ」
　日本のこころを大切にする党の中山恭子代表「（新党改革の）荒井（広幸）代表におうかがいする。私ども日本のこころを大切にする党も、荒井代表の新党改革も小さな党だ。そして野党にいる。こういった党のあり方、存在理由は私どもも考えるわけだけれども、日本のこころの政党としてはまず昨年の早い段階で消費税凍結を主張した。また、公共事業を全国津々浦々に行って経済の成長をもたらすように財政出動を主張した。さらに、荒井代表のところと共同して参院改革を行った。今回無事に選挙に入ることができる。安保法制についても協力した。こういった小さい党の役割について、荒井代表はどのようにお考えでいらっしゃるか」
新党改革の荒井広幸代表「大きな政党だけでは多様化する国民の民意は吸収できない。そして利害調整もできないだろうと思う。やはり小さな声を拾って、その拾った声を集めて、そして政党間でコンセンサスを得るようにしていくことが重要だと思う。今、中山代表からもあったような、例えば皆さんご存じの自衛隊を海外に派遣する場合には国会の事前承認を必要とするというルール化を、小さな政党がこれを提案し、そして公明党さんも自民党さんも寛容さでもって受け入れていただいた。これはそもそも立憲主義だと思うが、そういうわれわれなりの役割はすごく大きいと思う。こうしたことを国民の皆さんにももっと理解していただきたい。そのように思う。決して大政党だけがいい政策ができるとはかぎらない」
　－－今度の質問者は荒井さんの番だ
　荒井氏「私は（共産党の）志位（和夫委員長）先生におたずねしたいと思う。自衛隊は認めないということを明言されている。その自衛隊を認めていないのに、どうして民進党さんと一緒になれるのか。それから、今のに関連させていただくと、私どもが自衛隊を海外に派遣する場合には衆参の事前承認がないと出せない。政府に対する歯止めだ。立憲主義の形だ。これは安倍首相も認めていただいているが、こういうこともムダだとお考えなのか、おたずねする」
　共産党の志位和夫委員長「私たちは自衛隊は憲法違反の組織だと考えている。ただ、この問題を解消するには将来の展望として、国民の合意で段階的に自衛隊の解消を図っていくことを提唱している。そして大事なことは、今問われているのは、自衛隊をなくすかどうかじゃない。自衛隊を海外の戦争に出していいかどうかだ。専守防衛の志を持った自衛官、あるいは被災地で頑張っている自衛官。これを殺し殺される戦場に投入していいのか。これが問われている。これはだめですよということで野党は結束しているわけだ。だからその立場から、安保法制を廃止し立憲主義を取り戻そうという大義のもとに結束している。それから国会承認のことを言われた。国会承認があればいいのか。やっぱりその時々の国会で与党は多数を持っている。私は国会承認があればもう結構だということでは、安保法制の危険を逃れることは決してできないと思っている」
　安倍首相「それでは山口代表におうかがいしたいと思う。かつて日本は高度経済成長以降も、成長時代も、モーレツ社員、残業時間の長さを競うような時代があった。私がサラリーマン時代もそうだった。生活を犠牲にしても（働く時代だった）。しかし今、働き方も多様になり、そしてやっぱり人生においてもっと人生を豊かにしたい、家庭も大切にしたい（と考える人が増え）、むしろそのほうが生産性が上がるといわれている。働き方改革は待ったなしなのだろうと思う。そういう中で働き過ぎもしっかりとなくしていく。また、われわれは非正規と正規の差を縮めていく。現在でも縮まっているが、同一労働同一賃金を実施していきたい。この世の中から『非正規』という言葉をなくしていきたいと思っている。この働き方改革について今後、自公で議論を深めていきたいと思っているが、この働き方改革について山口代表のご意見をうかがいたいと思う」
　山口氏「首相がおっしゃった通り、国民一人一人が活躍していくためには働き方改革が最大の課題といってもいいと思う。私自身も若い頃、長時間労働には大変苦しんだ。また、女性が家庭生活を両立できる働き方を求めることも当然だと思う。『非正規という言葉をなくしたい』」という首相の意気込みには大賛成だ。そうした中で、長時間労働の是正はもちろんだが、特に女性にとっては仕事と子育て、介護が両立する柔軟な働き方が求められると思う。また、同一労働同一賃金を実現するためには、非正規労働者の賃金水準を、現状で正社員の６割程度になっているわけだが、これを欧州並みの８割程度に引き上げていくことを目指していきたいと思う。また、安倍首相にお届けしたけれども、わが党の青年委員会が全国の若者の声、ボイスアクションで集めた中にも、日曜午前半休の促進などという働き方改革が大変関心を持たれていた。ともに実現していきたいと思う。
　民進党の岡田克也代表「安倍首相に聞く。６月１日の記者会見で安倍首相は、新たな経済対策の策定を明言された。自民党の選挙公約では総合的かつ大胆な経済政策と書いてあるだけだ。ぜひこの機会にその規模、中身、そして財源を明らかにしてもらいたいと思う。まさか公共事業や、あるいは３万円の、前回補正予算でやったようなバラマキではないでしょうね。きちんと中身を説明してください。そして、われわれはやはり社会保障の充実、すでに約束しているものをしっかりやることが経済対策だと考えている。先ほど山口さんは、２５年保険料を払っていない人が多い、１０年払っていれば年金は出ると、これも約束している充実策だが、これはやったほうがいいというお話があった。そのための予算は３００億円程度だ。私はやはり同じ年金でも、低年金者に対する給付金、最高年額６万円だけども、これもやるべきだと。ただし、もちろん財源はかなりかかる。５６００億円だ。しかし変な補正をやるよりは、こういうことをしっかりやって。今まで２回（消費税率の引き上げを）延長して待たせているわけですね、こういう人たちを。それをちゃんとやるべきだというふうに思うが、いかがか」
　安倍首相「今ばらまきという指摘があったが、２％引き上げ分の（社会保障の）充実を赤字国債で補填（ほてん）していくと言った民主党からはそう言われる筋合いは全くないということは申し上げておきたいと思うし、３万円の低年金者への給付については、これ（の財源）は赤字国債ではない。アベノミクスの果実だ。平成２６年、（消費税率の）引き上げを延長したときの総選挙において、もしアベノミクスの果実を得ることができたら、そうした政策を行っていくことはお約束させていただいた。しかし、できることとできないことがある。そして予算の額など、大胆な対策について「予算の額を今言え」と言われても、税収の見積もりがない。税収の見積もりがない中で言うのは、私は不見識、無責任だろうと思うので、それは確定した段階でお示ししていきたい。その中で補正予算を編成していきたいと考えている。年金給付については先ほど山口代表のご質問にお答えした通りで、喫緊の課題だろうと考えている」
産経新聞2016.6.21 20:15更新 
【参院選・党首討論会詳報（５）】安倍首相「私たちの政策がまだ不十分と認めなければいけない」

参院選公示を前に討論会に出席する、（左から）新党改革・荒井広幸代表、生活の党・小沢一郎共同代表、おおさか維新の会・片山 虎之助共同代表、公明党・山口那津男代表、自民党・安倍晋三総裁、民進党・岡田克也代表、日本共産党・志位和夫委員長、社民党・吉田忠智党首、日本のこころ・中山恭子代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ（松本健吾撮影） 
　－－会場から寄せられた質問を参考に質問。それでは、これからご質問する。どうしても性格上、自民党の安倍（晋三）総裁（首相）に質問が集中するかと思う。参院選は中間選挙。政府がこれまで何をしたのか、問いただす場ですから、了解していただきたい。最初に政治に対する基本姿勢を伺います。まず安倍さんに対して、安倍政権、なんだかんだ言ってあとそんなに日数ない。平成３０年までの総裁任期。マラソンで言えば折り返し点は超えている。それでは、これから何をすべきか。当面する経済についてきちんとやるのは当たり前。それ以外何をするのか、はっきりしない。これだけやらないと死んでも死に切れないというのはあるのか、あるとすればそれは何か。憲法改正か、拉致問題、あるいは領土問題、あるいは２０２０年の東京オリンピックの開会式の出席なのか。ここは、はっきりしないと、はっきりして国民の理解を得ようとしないと先へ進めないと思う。正直な気持ちをこの場で吐露していただきたい。
　自民党の安倍晋三総裁（首相）「あの、私はよく母親からですね、『お前は正直すぎる』と、こう言われてきました。政治家なんだから、もうちょっと練れた方が良いといわれているんですが、２０２０年の東京オリンピックはですね、私の自民党の内規による任期は超えています。まずはわれわれが日本を取り戻すと言って政権を奪還したときの一番のお約束はやはりデフレからの脱却でありました。で、アベノミクス、最初は成果を私も示させていただきましたが、まだそれは道半ばです。『なかなか感じられない』という方がたくさんいらっしゃる。そして私たちの政策がまだ不十分であることは率直に認めなければいけないと思っています。ですから、われわれは２年半、消費税の引き上げを延期しました。この間ですね、われわれはまさにギアを２段も３段も上げて、エンジンを吹かして、しっかりとデフレから完全に脱却をして経済を成長させ、皆さんに景気が良くなったなと言っていただけるような経済を作っていく。これがまず第一の目標であります」
──いやいや、だから、それだけなのかと聞いているのですよ
　安倍首相「あの、もちろん、いまおっしゃたようにいろんなことやりたいと思います。（その中で一番の優先順位を）でもまず、これは果たさなければならない、これは果たさなければならない、ということは、当然、今申し上げたことであります。もちろんそれ以外にもですね、オリンピック・パラリンピックを成功させる。われわれ招致に大きくかかわってきた責任からですね、当然これを成功させていく。そしてまたですね、日本の外交における、その存在感を強くしていくという中においてですね、いわば日本の国益を図っていく。その中でインフラ輸出も増やしていき、国民の収入も増やしていく。国際社会における日本の存在を高めていくことによってですね、地域の安定、世界の平和にも貢献をしていきたいと思っています」
　－－ちょっとあまり正直じゃないなという感じがするんですけど
　安倍首相「いや正直に言ったと思います」
　－－岡田さんにお伺いしたいんですけど、安倍政権については『安倍政権の下では憲法改正を許さない』ということをはじめとしてですね、『安倍政治を許さない』とずっと批判をしている。今度の統一候補もそうなんですけど、ただ、その安倍政権は内閣支持率や不支持よりも、今も１０ポイント以上は高いんですね。変ですね。そんなに悪い政権ならば、もっと不支持が増えていいじゃないですか。なぜ、そうなっていると思いますか。それは、とりもなおさず、民進党が、なぜこれはなかなか支持を回復しないかという理由にもつながっているのですよね。そこのところの分析を抜きにして、ただ『安倍政治が悪い』と言っても始まらないと思うが…。
　民進党の岡田克也代表「われわれ、やっぱり民主党政権時代の反省、これはあります。確かに厳しい時代でした。リーマンショックからの立ち上がり、そして東日本大震災、３年３カ月の間に非常に多くの課題、困難を抱えていたわけですけど、国民の皆さんから見ると、不十分に映っていることは間違いない。その信頼をしっかり取り戻していくということは大事なことだと思っています。ただ今の安倍政権、私は将来を見て、本当に大丈夫かと。例えば、プライマリーバランスを平成３２年にバランスさせると言っています。私は無理だと思います。３１年秋まで消費税を上げないと言っておられますね。しかもそのときに安倍首相ではない可能性が高い。すでに６・５兆円の穴が空いている。そこについての答えも出していない。そういう状況で先送りしていって、本当にこの国どうなるんだろうかと。国債をこれだけ日銀に買わせている。こんな前代未聞のことをやっているわけですね。そういうことに対してはきちんと歯止めをかけていかないと、私は未来世代が不幸だという風に考えているんです」
　－－国民がそれがわかっていたなら、不支持が増えるのに、そうなっていない
　岡田氏「それが十分伝わっていないということはありますね。それから橋本（五郎読売新聞特別編集委員）さんだから申し上げますが、メディアはどうですか。私はメディアは相当自粛していると思いますよ、いま」
　－－まったく自粛していませんよ。
　岡田氏「そう考えるのは自由ですけど、例えば申し上げますけども、この選挙でも最後の２週間どうして党首討論やらないのですか。今までそんなことは前代未聞ですよ。この１週間で全部終えてしまうと。それは自民党からそういう要望が出たら、テレビ局各社が全部それ飲み込んでしまったからじゃないんですか。そういうやり方をしていて、本当に国民の皆さんに伝わるのかと。もっと皆さんも危機感を持つべきだと私は思いますよ」
　－－それに対して私は賛成できませんが、いまこの主題ではありませんから、次の質問に移りたいと思います。
　公明党の山口（那津男代表）さん。いろいろ厳しい局面があったと思います。安保法制もそうですし、消費増税先送りも自民党の意向に押されてしまったと思います。権力というか政権から離れるというのはなかなか難しいのでしょうが、連立疲れというのがそろそろ見えてきたのではありませんか
　公明党の山口那津男代表「公明党と自民党の連立政権は長い歴史を既に経ています。日本は５年以来ずっと連立政権の歴史にあります。これは反面から見ると自民党１党で衆参の多数を取りにくくなったことの裏返しでもあります。公明党はそうした中で、連立政権必然のこの時代に、日本の政治を安定させて、国民生活を混乱させない、そして国の勢いを向上させる。そこに大きな力点を置いて、政権選択をして参りました。これまでの地方政治も含めて、こうした連立政権と言いますか、その場所、場所の政権運営、ついては自民党との協力関係というのはいろいろな経験、知恵を共に育んで参りました。東京都政などはその代表であります。そうしたことを考えた上でいま、『自公の連立がベターだ』とこう思っているわけであります。それぞれの持ち味を生かして、数の安定だけではなくて、質の安定も実現しようとしている。それは結果を生んでいると私たちは思っています」
　－－続いて共産党の志位（和夫委員長）さんにお伺いします。当面の政策と将来の政策の違いについて。先ほど自衛隊も議論になったが、災害救援なんかも含めて今の自衛隊の機能、役割というものは大事であるということは国民の中で異論はないと思う。それを将来、廃止や解消していくのは分かりにくい、ダブルスタンダードではないかという人多いと思うので、分かりやすく説明してくれませんでしょうか
　共産党の志位和夫委員長「あの、憲法９条に照らしますと、やはり自衛隊がですね、憲法違反だということは、私たちは明瞭だと思っています。じゃあこの矛盾をどうやって解決するかと。やはり９条の理想に向かって自衛隊の現状を改革していくと。こういう方向で解決すべきだろうと考えます。ただこれは、すぐにはできません。これは私たちが参画した本格政権ができて、そしてその外交政策によって世界のすべての国と平和的な環境をつくって、そして日本を取り巻く平和的環境が成熟して、国民の圧倒的多数がですね、もう自衛隊がなくても安心だと、いう合意が成立したところで初めて、これ踏み出すことができると、いう風に私たちは考えています。そうしますと、かなりの期間、自衛隊と共存する期間が続くわけですが、こういう期間にはですね、急迫不正の主権侵害、あるいは大規模災害など、必要に迫られた場合には、自衛隊も活用するということは当然だと大会で決めております。これはね、矛盾するように見えますけど、矛盾を作ったのは自民党政治なのですよ。その矛盾を私たちは引き受けて、国民とともに国民合意で変えていこうと、これが共産党の立場です」
　－－（おおさか維新の会の）片山（虎之助共同代表）さん。先ほどから行革と政治とカネの問題。おおさか維新というとですね、どうしても橋下徹さんのイメージが非常に強い。言い方が悪いかもしれないが、「橋下私党的」なイメージがぬぐいきれない。その場合、国政政党として生きる上で、橋下色をどうやって脱却するのか、必要ないのか。
　おおさか維新の会の片山虎之助共同代表「橋下個人というのを私は非常に評価している。だからご本人にももったいないと。このまま引っ込んじゃうのはね。能力があって、みんなが期待して、あの若さで。私は個人的には薦めているんですが、それはご本人のお考えもあるので、いま引っ込まれているのは私はやむを得ないと思いますけどもね、党には法律政策顧問で関与していますよ。政策なんかについては相当主導的なご意見を言われているから。ただ、言われた通りなんです。もともとは創業者なんですから、彼のイメージがね、強いのはしょうがないんで、良いところは残しながら変えていかなければいけません、みんなで。それはこれからの課題なんですよ。一極とか二極とかね、不毛とは言いませんよ。対立ばっかりしとってもしょうがないんですよ。だからわれわれは第三極として分かりやすいことを主張し、是々非々でいこうと。反対だけしないと。反対をしたら必ず対案を出すと。何とかまとめると。そういうことでこれからやっていきますんで、もうしばらく見ていてください」
　－－社民党。われわれ政治記者ずっと取材していて、かつて５５年体制。そのときの社会党はある意味、存在感のある政党だった。現状を考えると、大きく時代が変わったなとの印象。ただ、今の状態よりも今度の選挙でさらに厳しくなるとみている。先ほど、『安倍暴走止める』と言ったが、社民党の消滅を止めるぐらいの考えを持って訴えないと本当にそうなると思いますが…
　社民党の吉田忠智党首「ありがとうございます。今年で日本社会党から社会民主党になりましてちょうと２０年の節目であります。かつて社会党の時から、強固な総評社会党ブロックと言われました労働組合の皆さんに支えられて社会党、社民党と活動してきましたけれども、さまざまな理由によって、支えていただく先生もかわって参りましたし、縮小して参りました。さらに国民の皆さんに広げる、土井（たか子）党首の時に市民との絆ということで広げる努力もされましたけども、結果的になかなか達成できないままですね、国会議員の数は減る、国会での発言回数が減る、どうしてもマスコミの露出度が減る、で議席が減るという悪循環を断ち切れないまま今日に至っています。平成２５年の１１月に私も福島瑞穂さんから社民党党首を引き継ぎまして、とにかく全国対話して回ろうと、いろんな皆さんの意見を聞いてやっていこうとやってきましたけれども、今の状況でありますから、やはり平和、自由、平等、共生を掲げる、社会民主主義を掲げる唯一の社会民主党、ぜひ皆さんの国民の皆さんの力で残してください。そのことを改めて訴えていきたいと思います」
産経新聞2016.6.21 20:55更新 
【参院選・党首討論会詳報（６）】安倍首相「増税再延期、公約違反と言われても仕方ない」

参院選公示を前に開かれた討論会に出席する、（左から）自民党・安倍晋三総裁、民進党・岡田克也代表、日本共産党・志位和夫委員長、社民党・吉田忠智党首＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ（松本健吾撮影）
　－－（生活の党と山本太郎となかまたちの）小沢（一郎代表）さんに聞く。今、私は深い感慨にとらわれている。本来ならば、小沢さんという人は真ん中に座っていなければおかしい人なのではないか。いろんな場面でインパクトを与えてくれた。それが今、端っこにいなければいけない。一体、なぜそうなってしまったのか。小沢さん自身から、なぜ零落した状況にあるのかを説明する責任があるのではないか？
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表「別に私は零落していると感じていない。自分の政治的信念を貫いて、今日まで来ていると思っている。私は自民党におりましたから、自民党にずっといれば今までよりも楽な政治生活を送れたかもしれない。しかし、私は自民党１党だけの政治ではだめだ、それは民主主義ではない。政権交代が常に、国民が常に政権を選ぶことができる、それが民主主義だ。だから、そういう政党を作りたいと思って自民党を離党したわけだ。今、２度の野党政権ができたが、また今、野党の力がまだ足りない。私は、そういう意味で野党が力を合わせて、国民の期待に応えられる集団になるべきだ。そのための１人として力を致したいと思う」
　－－（日本のこころを大切にする党の）中山恭子（代表）さんに聞きたい。日本の心という政策の大枠は説明していただいた。中山恭子さんというと小泉政権のときに拉致問題についてご苦労し、その仕事を今もフォローアップしていると聞く。先ほども安倍さんに拉致問題の現状を聞いていたが、拉致問題について物事が進展しない中、中山さんから見て何か妙案、安倍さんに提案することはないか？
　日本のこころを大切にする党の中山恭子代表「今、あまり進展していないという状態を非常に歯がゆく思っている。ただ、ある意味では今、またチャンスがめぐってきているであろうか、そのようにも考えている。ストックホルム合意を政府が結んだ。このストックホルム合意の意味は、北朝鮮側の措置として拉致問題を扱うことになっているが、北朝鮮はそういう人が見つかっても『返しませんよ』とストックホルム合意では言っている。これに合意してしまった日本政府。やはり拉致問題を理解できていないのであろうか。または日本政府としては拉致被害者を犠牲にしても良いのではないだろうか、そんな恐れを持っていた。今、工作活動が相当行われているが、このグループでは被害者救出はできないので、この工作活動をストップさせるくらいの思いで安倍首相に頑張っていただきたいと思う」
　－－これについて安倍さんは答える権利はあると思う
　自民党の安倍晋三総裁（首相）「ストックホルム合意は、中山さんもよくご存じだと思うが、しっかり権威にある機関が調査をして、その調査の結果、生存者がいれば日本に返すということにはなるわけだ。いずれにせよ、われわれ、圧力をかけつつ、対話の糸口をつかみ、解決していきたい。このバランスが大切だが、われわれはあくまでも制裁を行い、圧力に軸足を置いているが、しかし対話をしなければ解決もしていかない。ストックホルム合意をこちらから一方的に破棄してしまったら、対話の糸口を失ってしまうと思う。なかなか見ておられて、歯がゆいという気持ちも理解できますが、なかなか難しい政権でありますが、しっかりこの問題、解決に取り組んでいきたい」
　日本のこころを大切にする党の中山恭子代表「今、あまり進展していないという状態を非常に歯がゆく思っている。ただ、ある意味では今、またチャンスがめぐってきているであろうか、そのようにも考えている。ストックホルム合意を政府が結んだ。このストックホルム合意の意味は、北朝鮮側の措置として拉致問題を扱うことになっているが、北朝鮮はそういう人が見つかっても『返しませんよ』とストックホルム合意では言っている。これに合意してしまった日本政府。やはり拉致問題を理解できていないのであろうか。または日本政府としては拉致被害者を犠牲にしても良いのではないだろうか、そんな恐れを持っていた。今、工作活動が相当行われているが、このグループでは被害者救出はできないので、この工作活動をストップさせるくらいの思いで安倍首相に頑張っていただきたいと思う」
　－－これについて安倍さんは答える権利はあると思う
　自民党の安倍晋三総裁（首相）「ストックホルム合意は、中山さんもよくご存じだと思うが、しっかり権威にある機関が調査をして、その調査の結果、生存者がいれば日本に返すということにはなるわけだ。いずれにせよ、われわれ、圧力をかけつつ、対話の糸口をつかみ、解決していきたい。このバランスが大切だが、われわれはあくまでも制裁を行い、圧力に軸足を置いているが、しかし対話をしなければ解決もしていかない。ストックホルム合意をこちらから一方的に破棄してしまったら、対話の糸口を失ってしまうと思う。なかなか見ておられて、歯がゆいという気持ちも理解できますが、なかなか難しい政権でありますが、しっかりこの問題、解決に取り組んでいきたい」
　－－新党改革の荒井（広幸代表）さんに伺う。脱原発を強く訴えているが、それ以外の政策は安倍政権と一体ではないかと思う。一緒になったらどうか。何か、別の党でいる理由はあるのか？
　新党改革の荒井広幸代表「脱原発は非常に大きいんじゃないでしょうか。私はみなさんもあのとき、もしかしたら旅行かばんや車のハンドルに手を掛けたんじゃないでしょうか、日本中で。もう忘れたんでしょうか。マスコミの皆さんの大きなテーマになっていない。テレビ局も何も。私はのど元を過ぎて忘れるようなことはあってはならない。それは誰かが言い続けて、そして正義を持って実現していくべきことではないか。そういう意味においては脱原発、原発に依存しない社会を作ることこそ、私たちの価値観や日本を豊かにしていく大きな考え方、そこに力があると思う。ですから、これをぜひ政府与党には方向転換していただきたい。やれるんですから。原発再稼働に逃げ込まないでほしい。再生可能エネルギーもエネファームも日本だけが作っているじゃないですか。そういうもので変えていく。こういうことを私は今度の選挙戦で国民のみなさまに問いかけ、考えていただきたい。そういう意味の政党だ」
　－－経済政策運営について自民党の安倍さんに聞く。消費増税の再延期が決まったが非常に唐突というか、決め方が不可解だ。最後の最後まで「リーマンショック級」とか「大震災級」のショックがない限りやると、国会などでも説明していた。一方で党の税調、政調、経済財政諮問会議でも何も議論がなかった。その中で突然、新しい判断を出して決めた。参院選で信を問うという話になるかもしれないが、決め方がおかしかったのではないかということをどう考えているのか
　安倍首相「こうした最後の判断について、上げるか上げないかという判断について、延々と議論をしてしまって、では参議院選挙の前にその判断ができなければ、そのまま進むことになってしまうわけだ。われわれは確かにリーマンショック級の出来事、あるいは大震災級の出来事がなければ、予定通り引き上げるということは明言していた。しかし、先般のサミットにおいて、いわば新興国、中国の減速、消費の減退、あるいは生産…いわば供給側の制約も起こってくる可能性もある。ブリグジッド（英国の欧州連合＝ＥＵ離脱）についても、これ実際に起これば国際通貨基金（ＩＭＦ）は５％以上のマイナスになると、英国はですね、これ大きな衝撃になる」
　「そして、また鉄鋼の過剰生産、中国についても５億トンであり、１億５千万トンはこの過剰生産を廃棄していくと言っているが、日本の鉄鋼生産を全部合わせても１億トンですからね、日本の鉄鋼業を全部やめるというのと同じ衝撃があるから、そうしたものに備えなければならない。新たな危機に陥るのを回避するために、あらゆる努力をしていくということに合意をしたわけだから、その責任ある立場として、まさにあらゆる政策を行っていくという考え方の下に消費税率の引き上げを延期をする、私の責任で判断した」
　「そしてその判断を示す時期については、参議院選挙の前に新しい判断でありますから、その判断を示し、参議院、普通であれば過半数を目指すわけだ。前回の選挙で私たちは大きな議席をいただいていますが、これは横に置いておいて、今回の改選議席数の半数という高いハードルを示して、これは信を問うと、こういうことにしたわけだ」
　－－消費税の増税延期も絡むが、消費税を１０％に上げても、平成３２年度の財政健全化目標の達成が難しいという数字、しかも名目成長率で３％台後半の成長をしても難しいというのが、数字としてあったと思うが、その中で３２年度財政再建目標を達成できると自信を持って言う根拠はどのにあるのか。
　安倍首相「これは私が従来申し上げているように、そう簡単な目標ではない。従来申し上げている通りであり、６兆円まだ差がある。これを埋めていく努力をこれからまさにしていかなければならないと、こう思っている。しかし、私たちも２７年の半減目標も難しいと言われていたわけだが、これは私たちは半減目標を達成した。プライマリーバランスについて１４兆円も改善をしたわけだし、３年半前、３年後に税収が２１兆円増えると予想した人は誰もいなかった。『アベノミクスなんかやっても、税収は増えやしない』と多くの人が言っていた」
　「私たちは消費税引き上げ分８兆円をさらに１３兆円も上回る税収を確保したわけだ。実績として、それを残してきた。まさに最初からにお示しした、それが成果だ。最初から諦めていては何もできないわけだ。例えば先ほどわれわれは観光、海外からの観光客は８００万人から２０００万人に増やして、３兆円ですね、この人たち。これを４０００万人に増やしていくことによって、さらに３兆円上乗せしていくことも可能だ。やるべきことをすべてやって、例えば農林水産品の輸出額を１兆円にするという目標を立てた。『そんなことはできない』。随分言われた。今や７０００億円を超えて７５００億円。誰も想像できなかったことだと思う。こうしたことをしっかりと進めていって、あくまでもその目標を目指していく」
　「私は自信満々で申し上げているわけではない。難しい目標であるとは従来言っているが、難しい目標ではあるけれども、それに向かって努力をしなければならない。やるべきことは全てやらなければならないと考えている」
　－－今回の消費増税の延期、政治記者から見て、非常に罪深い決断だと思う。第一に公約違反だ。「新しい判断」と言いながらも公約違反。あれだけ民主党政権を公約違反で責めた安倍政権らしくない公約違反。第２に税と社会保障の一体改革という、先ほど片山先生もおっしゃったが、日本の政治が随分と手間暇かけて獲得した政治的な資源だ。その資源を２度にわたる先送りで、今、ほとんど無に帰したような状況になっている。これは安倍さんだけの責任とは言わない。だが、今回の事態が決定づけた。どうやって、こういう合意を作りなおして、いずれ必要なんでしょ、消費増税の再増税は。そういうことをされるのか。多分、できないんじゃないかと思う。
　安倍首相「２点について厳しいご指摘があった。確かに公約違反と言われても、私はそれはしょうがないと思う。最初の延期のときには、だからこそ、衆議院を解散して、この約束の変更を国民に信を問うたわけだ。おかげさまで、国民の信任を得ることができた。そして、今回の判断についても、２つの条件がなければ、引き上げると言ってきたわけであり、新しい約束になったから、だからこそ、参院選前にそれをお示しして、普通であれば、与党の過半数というラインを、勝敗ラインを、改選議席数の半数という、これはなかなか厳しいハードルを設けて、そう申し上げたわけだ」
　「それともう１点、これは別に楽をしたいから２年半延期をしたわけではなく、これは経済政策として正しいと考えたからだ。経済の成長が腰折れしてしまい、ＧＤＰ（国内総生産）がガクンとマイナスになれば、税収が減収する。そこで消費税を上げても税収が増えない。税収が増えなければ、社会保障費を賄うことはできない」
　「そこで、私たちも最初に申し上げたように２％引き上げ分のすべての社会保障費の拡充はできないということは正直に申し上げた。つまりアベノミクスの果実を得たものについてはしっかりと行っていく。お約束しますが、そのために、社会保障の給付を行うために赤字国債を、私たちは発行しない。これが私たちの責任感だ」
産経新聞2016.6.21 21:13更新 
【参院選・党首討論会詳報（７）】民進・岡田克也代表「討論会が首相の宣伝の場になっている」

参院選公示を前に開かれた討論会に出席する、自民党・安倍晋三総裁（左）と民進党・岡田克也代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ（松本健吾撮影） 
　－－安倍さん、消費税とか社会保障は中長期的な政策なんですよ。景気に影響を与えるというのは短期的な主眼ですよね。そこを混同していませんか。
　自民党の安倍晋三総裁（首相）「それはとっても間違った議論だと思います。ではなぜ２０年間も、中期ですよね、２０年間もなんでデフレに陥ったんですか。平成９年、消費税、社会保険料引き上げた。そのときにアジアの金融危機が起こったけれども、金融政策やりませんでしたよね。これ短期的、中期的どころか、まだデフレから脱却できていないじゃないですか。税収はずっと落ち込んだままですよ。それを私たちは今度、あの時代に、ほぼ２０年前に戻すことができてた」
　「そしてもう一点、もう一点大切なことは、中期的な話ではありますが、年金の運用額だってですね、全然増えなかったじゃないですか。これはいいんですか。しかし私たちの政策によって約３８兆円も増やしている。これは中期的、短期的なちょっとした出来事とは言えない額であって、大切なことは、見誤ってはいけないんですけれども、名目ＧＤＰ（国内総生産）を増やさなければ税収は増えません。これが常識です。そのためにもデフレから脱却しなければいけない。デフレから脱却して経済を成長させ、税収を増やしていくことこそが社会保障の安定財源を確保していくことにつながる。これが間違っているといって２０年、デフレのままだった。このことは申し上げておきたいと思います」
　－－安倍さんがよくおっしゃる２１兆円の税収というこの数字、これは精査する必要がある。先ほど志位さんはおっしゃったけれども、これは平成２４年の最も日本経済が谷底だったときの数字ですよ。それに比べて、安倍さんの第１次政権、１９年のときの税収いくらか覚えています
　安倍首相「あのときのですね…」
　－－覚えています？
　安倍首相「あのときは５７兆円ですが…」
　－－５７兆じゃなくて、あのときは９２兆あるんですよ、税収全体で。
　安倍首相「違います。９２兆なんてあるわけないじゃないですか」
　－－失礼、失礼、地方税と国税合わせた税収ですよ。いつも地方税と国税合わせて２１兆とおっしゃるでしょ。それはたしかにおっしゃるように２４年の一番低いときから比べたらその通り。安倍さんが第１次政権を握ったときはなんと９２兆あるんですよ。それに対して今いくらある。９９兆。その７．５兆円分が増えただけなんです。それは確かに消費税なんです
　安倍首相「ちょっと、すいません…」
　－－ちょっと先にいわせてください。それに比べて安倍さんが第１次安倍政権の時の国税は５１兆ですよ。５１兆もあったんですよ。２８年度の国税は５１．３兆ですよ。０．３兆しか増えていない。そこはあまりにもノーマルな時代の税収に戻ったにも関わらず、アベノミクスが全ての果実を生み出したという宣伝は過大広告としか私には思えない。しかも安倍政権が始まったとき２４年１２月、景気の谷底ですよ。景気循環論から言えば必ず上がるんです。そこにアベノミクスをふかしたから、アベノミクスの効果もあったと思うけど。それですべて自分たちがやった政策の果実というのはあまりにも大人げないと思います。
　安倍首相「それは相当時間をかけてしゃべられましたから、私も５分くらいいただきたいと思います。それでは一つ一つ反論させていただきたいと思います。まず第１次安倍政権は９年以来の最高値です。第１次安倍政権はなぜ最高値になったかといえば、企業が最高収益を上げたんですよ。あのときまさに最高値であります。国税で５６兆円くらいの税収があったんです。今回はそれを上回っています。まさにあそこからリーマンショックに落ちて、リーマンショック前に戻ったのではないんです。いわば２１世紀に入ってから最高値に戻すことができたんです。それをちゃんと確認していただかなければならない。そうでなければ、ではなんで有効求人倍率が２４年ぶりの最高値になるんですか。ちょっと私にも反論させてください。いいですか。それプラス、なんで４７の都道府県、これは高度経済成長期、あるいはバブル期にも達成できなかった。１倍以上を４７都道府県で達成しています」
　「そしてもう一点。大切なことなんですが、たとえば生活保護費の給付について、現役世代への給付については８万世帯、私たちは減らしています。それまでは１８万世帯増えていたんですよ。その傾向を変えたということをよく認識していただきたい。それともう一点ですね、大切なことは、労働人口３００万人減っているんですから、第１次安倍政権のときよりも。３００万人労働人口が減っている。それプラス、名目ＧＤＰ、この３年間の間に６．４％増やしています。もう一点、一番大切なんですが、名目ＧＤＰと実質ＧＤＰ、これが逆転していました。実質が高くて名目が低い。これはまさにいくら実質が多いと威張ったって税収は増えません。税収が増えるのは名目が増えなければ増えないわけであります。われわれはまさにその意味において、名目成長率を上げて、名実を逆転させて、正常な健康な経済状況に戻したわけであります。こうしたことを全部否定されてもおかしな話であってですね」
　－－批判していません。それは全く言及していませんよ。この部分では確かに成果を得られたと思いますよ。そうではなくて税収のことをいっているんですよ。税収については反論がないですよね。
　安倍首相「今、税収について反論したじゃないですか。税収についてはまさに９年の橋本政権の後、あれからデフレに突入します。あの後の最高のピークというのは安倍政権です。第１次安倍政権。あの後、残念ながら下がっていきます。ずっと下がっていって、われわれはリーマンショック前に戻っただけではなくて、２１世紀に入って最高の額まで増えた。そこからさらに上回っているわけであります。それをよくご理解をいただきたい。税収を、２１兆円のうち消費税を引き上げたのは８兆円ですから。１３兆円分は上回っている。しかも１３兆円を上回ると予測した人はあまりいないんですから」
　－－アベノミクスの大きな柱、一番重要な柱といわれているのは第３の矢。規制改革を中心とした成長戦略。安倍首相が２年前のダボス会議だったか、非常に固い岩盤を私のドリルを突き崩すんだと。この２年間で具体的にどういう既得権益を突き崩して、規制の壁を突破したと考えているのか？
　安倍首相「まず、史上初めて電力の小売りを自由化しました。まさに電力というのはいわば電力業界が一体となって、なかなか難しかったわけでありますが、電力小売りの完全自由化をわれわれは実施したという点であります。もう一点は農協改革であります。農協改革については６０年ぶりの改革でありました。今までほとんど指一本手を触れることができなかった。この改革を行った。そしてまた、医療の改革も行っています。医療の改革については先端医療につきましては、いわば患者の皆さんが申告すれば、これは事実上の混合診療的な診療を可能にしたわけであります。これはまさにかつては医療業界の方々が大変な反対をしていた分野であります。そしてまた、いわゆるＩＰＳ細胞などについて、これは研究室の中でしか作れなかったものを、もっとたくさん大量生産的につくれるようにしたことによって、コストを低減し多くの方々にこの再生医療を使っていただけるような、そういう改革を行うことができたと思っています」
　－－アベノミクスに賛成か反対かというアンケートをとると最近、反対が増えてきている。毎日新聞では６割が反対。最近の統計では。なぜかというと良い側面しかいわないから。あらゆる政策は陽もあれば陰もある。陰の部分についてすべて口をぬぐっておっしゃらないからみんな不安になる。特にリスクの部分、全く議論されていないが、国債を日銀があれだけ３５０兆以上、３分の１も買い取って、さらにこれからさらに増やしていくという政策がまっとうな政策なのか。出口の時に日銀の国債をどう管理していくのか。大きな破綻なく。その辺のことについてこの場で国民が安心するような発言をしてください。
　安倍首相「アベノミクスについては失敗か道半ばかということであれば６割の方々が道半ばと答えて、失敗したと答える人は２０数％だと思います。評価も相半ばしている、評価もあります。しかしご批判もわれわれは真摯（しんし）に受け止めていきたいと思います。そして金融政策については日本銀行が決めることでございまして、日本銀行が金融緩和を進める中において、どのような緩和をしていくかということでありまして。われわれは日本銀行との間においては２％の物価安定目標についてお願いしますよという中において、これは政府も努力をしていきますが基本的には日本銀行が金融政策においては、その手段は、今おっしゃったような、たとえば国債を買うのか、何を買うかということについては日本銀行が判断することで私が言うべきことではないだろうと思います。それともう一点。先ほど雇用は成果を上げておられるとおっしゃったが、雇用が大切なんですね。米国では中央銀行も雇用に大きな責任を持っています。そういう意味では２％の物価安定目標というのは雇用の安定を確保するという手段でもあるわけでありまして。雇用をしっかりと確保していくということにおいては大きな成果を上げているのではないかと思っています」
　－－岡田さん、どうですか？国債管理政策は
　民進党の岡田克也代表「その前に、１分で答えるのを何分も何分も首相が答えて、自己宣伝の場になっていて、こういうやり方はおかしいと思いますよ。日本を代表するメディアの方々がおられてこんなやり方して。一方的な宣伝の場になっているだけじゃないですか」
「それで質問にお答えしますけれども、私は異常な事態だと思っているわけです。もう買う国債さえもだんだんなくなってきたかもしれないと。だから今度はマイナス金利などということになっていて、これ最後どうやって落とし前つけるのか。今のこれだけの低い金利だから何とかなっているわけですが、そんなことがいつまでも続くわけではありません。だから安倍首相の間は何とかなったかもしれないけれど、私は地獄を見ることになりかねないと懸念しています」
　－－公明党の山口（那津男）代表に社会保障についてお尋ねします。消費増税延期によって全てができるわけではないとおっしゃっているが、では何をやめるのか、何ができないのか、優先順位ですね。これを選挙前に国民に示すことが必要では。
　公明党の山口那津男代表「延期になったわけですから、税収が得られたと同じことが完全にできるということを今から言えることではありません。しかし、２年半ということですので、その間をどう上げることを前提にやっていくかということは検討していいことだと思います。しかし、それをやるには財源の裏付けが必要ですから、特に税収の動向をよく見ながら、そしてそのほかのいろいろな財源、それは歳出削減もあるでしょうし、特別会計のいろいろな制度の中にもあるでしょう。そういうことを見いだしながら一つ一つ選択をしていくことが大事だと思います。それは全て消費税引き上げでやるはずだったものを諦めることはない。その中で特にアベノミクスの恩恵が及んでいないところもよく配慮して財源を見いだす努力をする。これが今言えることであり、今財源が明確にならない中で断定的に言うことの方が信頼性がなくなると思っています」
産経新聞2016.6.21 21:55更新 
【参院選・党首討論会詳報（８）】安倍首相「与党で３分の２を衆参で取るのは１００％不可能」

参院選公示を前に開かれた討論会に出席する、（左から）公明党・山口那津男代表、自民党・安倍晋三総裁、民進党・岡田克也代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ（松本健吾撮影） 
　－－皆さんに同じように聞くわけにはいかない。「一方的な宣伝」とおっしゃるが、そこはちょっと理解してほしい。
　民進党の岡田克也代表「私が申し上げたのは『お答えは１分で』と。ところが、延々とやっても誰も止めずに、自己宣伝の場になっているんじゃないかということを申し上げているわけです」
　－－憲法改正について。（共産党の）志位（和夫委員長）さんに聞くが、自衛隊はいいんですね、しばらくは？　憲法違反というのはこの世に存在してはいけないということだ。立憲主義と言うならば、最大の問題は、憲法違反である自衛隊を認めることだ。
　共産党の志位和夫委員長「これは、先ほど言ったように矛盾なんですよ。憲法違反の自衛隊が存在するというのは、一つの矛盾です。しかし、これはすぐに解消できる矛盾ではありません。私たちは、将来的な展望としてですね、国民の合意で（憲法）９条の完全実施を図るという方策を持っております。しかしそれは合意がなければできないんです。そして、この矛盾を作ったのは誰かといえば、自民党政治なんですよ。ここに責任がある。この矛盾を引き受けて、９条の完全実施という方向に向けて、国民とともに進もうと。これが一番責任ある態度だと思っております」
　「それからね、この問題、何度もいいますけど、今、問われているのは、自衛隊をなくすかどうかじゃないんです。自衛隊を海外の戦争に出していいかどうかなんですね。自衛隊を、例えばアメリカの、この間やってきたベトナム戦争やイラク戦争のような無法な戦争に駆り立てていいのかと。殺し殺される戦場に送っていいのかと。これが自衛隊問題の中心なんですよ。この点ではやっちゃダメだという点で野党が結束しているということを申し上げておきたいと思います」
　－－（自民党の）安倍（晋三総裁）さんに憲法改正について聞く。本当にやりたいなら、見果てぬ夢の３分の２を獲得することではなくて、野党と十分に話をしながらやったほうが近道ではないか？
　自民党の安倍晋三総裁（首相）「それはその通りだと思います。全くその通りだろうと思います。わが党で３分の２、あるいは与党で３分の２、衆参でとるというのは事実上、１００％といってもいいくらい、不可能であります。ただ、目指していくというのはですね、まさに目指すものであってですね、それは到達可能ではないわけでありまして」
　「あと、山口代表がおっしゃったようにですね、まさに発議するのはそれぞれ衆院、参院でありまして、その中の、憲法調査会の中でですね、条文においてですね、議論をしていく。一応お示しはしていますが、これ、無傷でそのまま行くとは、おそらく自民党、誰も考えていません。３分の２は無理ですから、そう簡単には。その中でお互いに議論しながら、なるべく３分の２を構成するように、現場で、おそらく、議会において努力をしていった結果ですね、国民投票で初めて過半数が得られるだろうと思っています」
　－－民進党は自衛隊違憲論ではない。であるなら「安倍政権のもとで憲法改正を考えることはしない」という了見の狭い考えではなく、税と社会保障の一体改革は与野党でやったのだから、一番大事な憲法を与野党で話し合いしていこうという姿勢を進めることが、民進党のとるべき道ではないか？
　岡田氏「私は、憲法については、時代の変化とともに議論すべきだと、基本的にそういう考え方なんですね。かつては、中山太郎先生が会長をやっておられた時代は、われわれ一緒に議論して、議論の集約もしてきました。ただ、お互い協力してやっていこうという姿勢が、安倍政権にあるのかと。特に立憲主義というものに対する認識が全く間違っているんじゃないかと。だから、そういうところを、しっかりと、まず、合意をすれば、議論はしやすくなると思います。権力を縛るのが基本的に憲法の役割だということを、安倍首相がきちんと認識しておられるのかどうかも疑わしい。そういう中での議論というのは非常に難しくなります」
　「一体改革について、今、お話が出ました。一体改革は本当に苦労してできたすばらしいものだと思います。ただ、その一体改革の精神を、一昨年１１月、例えば、われわれに何のことわりもなく、いきなり解散して、そして先延ばしした。その間、われわれに何の理解を求める努力もされなかった。その段階で一体改革の精神は破壊されたと、残念ながらですよ。そういうふうに思っているんです。ですから、そういう態度をとられると、われわれとしても、第１党、第２党として議論していこうということになりにくいということを申し上げているわけです」
　－－安全保障法制について志位さんに聞く。安保関連法を廃止したときの対米関係などについて考えを聞かせてほしい
　志位氏「私はですね、安保法を廃止すると、で、日本の平和と安全をどう確保するかということを考える際に、やはり、日本としてですね、憲法９条の精神に立った平和の外交戦略が必要だと思うんです。例えば、北朝鮮の問題がある。中国の問題もある。この乱暴な振る舞い、私たちも強く抗議しております。しかし、軍事挑発をやったと、それに対して日本の側も軍事で対応するということをやりますとね、やはりこの地域の軍事対軍事の緊張関係はエスカレートするだけではないか、と。例えば北朝鮮の問題もですね、解決の方法は、対話しかないんですね。困難があっても６カ国協議という対話の場に北朝鮮を戻していく、国際社会の一致結束した外交努力が必要です」
　「共産党としては北東アジア平和協力構想というのを提唱しております。東南アジアの国々、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）の国々が作っている東南アジア友好協力条約というのがあります。全ての紛争問題を平和的に話し合いで解決するという、平和のルールを、あの地域は作って、平和の共同体になっているわけです。そういう共同体をですね、北東アジアにも作ろうじゃないかということを提唱しておりますが、そういう９条に立った平和の外交戦略が必要だと考えております」
　－－岡田さんに聞く。安保法を廃止するのであれば、政権交代が必要だ。衆院選で共産党と共闘して政権をともにするくらいの覚悟がいると思う。
　岡田氏「私たちは、安保関連法を廃止をすると言っていますが、別に、（日米）安保条約を廃棄すると言っているわけではないんですね。つまり、安保関連法ができる前の状態に戻すということです。ですから、そのことによって日米同盟が全くおかしくなるとか、そういう話は成り立たないわけです。そういう範囲で、特に、違憲の疑いのある法律は、時期がたってもこれは違憲ですから。そういうものを、われわれは認めるわけにはいかないということを言っているわけです。私は、与党の中にも心ある人たちはいる、ですから、私たちはしっかり参院選で結果を出し、与党にも話し合いを呼びかけていく、そういう中で白紙化することは可能だというふうに考えています」
　－－志位さん、短くお願いします
　志位氏「政権の問題が、先ほどからですね、議論になっているんで表明しておきたいと思うんですね。私たちは安保法制の廃止、立憲主義の回復、このためには、それを実行する政権が必要だと考えております。それから『安倍政権打倒』と言っておりますが、打倒した後、どうするのかと。これも政権構想が必要だと考えております。ですから、野党の連立政権について提案をしております」
　「ただ、これは、合意がありません。合意がなくても、私は、参院選の障害にしてはならないと考えております。というのは、参院選というのは、たとえ野党が多数をとったとしても、それだけで政権交代は起こらないわけですよ。衆議院では自公は多数を持っているわけですから、自民党政権は続くわけですね。ですから、私たちはこの問題を引き続き話し合っていきたいと思います。直接政権が問われるのは、これは総選挙になる。ですから、この総選挙までに私たちとしては、話し合いを行って、ぜひ前向きな結論を得たいという考えであります」
－－安倍さんに聞く。日米地位協定の抜本見直しは自民党沖縄県連も求めている。米国側に働きかけるつもりはないか？
　安倍首相「今回の殺人事件につきましては、先般、日米首脳会談において、強い憤りをおぼえると、そして、強く抗議をしたところでございます。そして、今後、例えば軍属の取り扱いについて、さまざまな軍属に対しても地位協定で保護されているのはおかしいと、これは当然、そう皆さんが思う、私もそう思うわけでありまして、この軍属の取り扱いについて、見直しをしていくということについては、合意をいたしました」
　「そしてまた、しっかりと安全をするために態勢をですね、日本の沖縄県警の態勢をさらに強化をしていくということを行っていく。今ご質問があった点も含めて、今までさまざまな課題について運用の改善という形で対応してきましたが、しかし例えば環境の問題については、環境補足協定という事実上の地位協定の改定を初めて行ったところでございまして、今後ともですね、沖縄県民の皆さまの気持ちに寄り添いながら、米国側と対応していきたいと、このように考えております」
　－－勝敗ライン。安倍さんに聞くが、もし「自公であわせて（改選過半数の）６１（議席）」を下回った場合の政治責任はどうする？
　安倍首相「第１次安倍政権のとき、先ほど話題になりましたが、あのとき、わが党が取った議席は３７であります。６１から大幅に低かった。これはもう、起こりうるわけでありまして、そんなに低い目標では決してないと思います。もちろん目標を定めた以上ですね、自民党総裁として定めた以上、それに向かって全力を尽くしていく。そして、それには責任が伴うのは当然のことであります。現在はとにかく、公明党と力を合わせて、６１に向かって全力を尽くしていきたいと思います」
　－－岡田さんはどうか？　６１以下に追い込めなかった場合の党首としての責任は
　岡田氏「私の出処進退は私が決めることです。ただ、この選挙は、極めて重要だと。日本の将来にとって大事だと、分岐点だということは申し上げているところです。私はこの選挙に全ての責任を負うということも申し上げております」
産経新聞2016.6.21 22:05更新 
【参院選・党首討論会詳報（９）完】安倍首相、１８歳選挙権で「未来へともに責任を持っていきたい」

参院選公示を前に討論会に出席し退場前に、公明党・山口那津男代表（左端）と握手する自民党・安倍晋三総裁＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ（松本健吾撮影） 
　－－最後に今度の選挙から１８歳以上の選挙権が話題になっているが、１８歳、１９歳の人が約２４０万人。新有権者に何を期待し、何を訴えていこうとしているのか。最後に皆さんでそれぞれ順々に話していただきたい。荒井さんから順番に
　新党改革の荒井広幸代表「これは短く？」
　－－短く。３０秒を目標に
　荒井氏「若い方々には社会の一員でもあるということを頭に入れた投票を、ぜひお願いしたいと思います」
　－－小沢さん
　生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表「この国の将来の、また、あなた方、若い人の今後の人生も、すべてあなたたちが考えて、そして政治に参画する必要があると。あなたたちの問題だということをしっかり訴えたいと思います」
　－片山さん
　おおさか維新の会の片山虎之助共同代表「あのね、わが党でもいろんな議論をしているんですがね、一つは被選挙権も１８歳まで下げると、それによってね、彼らは責任を持ちますよ。選挙権だけではなくて、いまちょっと乖離（かいり）がありますよね。選挙被選挙、全部１８歳にしちゃう。議論があるけれどもね、そこまで思い切らないとね、やるんなら。そう徹底すべきだと私は思っております」
　－－山口さん
　公明党の山口那津男代表「先ほど申し上げましたけれども、ボイスアクションという活動をやりまして、１００５万人からの若い人の声が集まりました。関心の持つ５つの大きなテーマに絞られました。こういう具体的なことをですね、例えば非正規から正規へとか、あるいは幼児教育の無償化とかですね、関心の持つテーマを進める。それと、長い人生のスパンで考えられる世代ですから、この最も長い視野で政治に取り組むと、こういう参加も期待したいと思っています」
　－－安倍さん
　安倍晋三首相（自民党総裁）「若い皆さんにぜひ申し上げたいのはですね、個人の未来もあるいは地域の未来も、そして日本の未来も決まっていない。変えることができるということであります。変えるためにはですね、やはり政治に参加をしていく、一票を投じること。あまり時間がかかりませんから、ぜひ短い時間で未来へ、ともに責任を持って参りたいと思います」
　－－岡田さん
　民進党の岡田克也代表「若い皆さんが有権者になるということは主役になるということです。当然責任も伴いますが、将来の絵を描くのは自分たちだと、その自覚を持ってぜひ政治に参加をしてもらいたいと思います」
　－－志位さん
　共産党の志位和夫委員長「若い皆さんがいろいろ不合理に思っている問題、学費や奨学金の問題、ブラック企業の問題、安保法制の問題、こういう問題についてですね、ぜひ真剣に考え、行動していただきたいと、未来は若者のものだと、未来をつくるのは皆さん方だということを訴えたい」
　－－吉田さん
　社民党の吉田忠智党首「若者が政治参画をするのに今回良い機会になると思っています。被選挙権も５歳ずつ年齢を引き下げることも社民党は主張しています。社民党は若者の居場所と希望を作るということで、具体的な政策も、給付型奨学金の問題やブラックバイト、ブラック企業の根絶、そして住宅の確保など具体的な政策も提案しております。ぜひ若い皆さん、投票に行ってください。政治を良くしてください、ということを申し上げたいと思います」
　－－中山さん
　日本のこころを大切にする党の中山恭子代表「私ども日本のこころを大切にする党の前の党の名前は次世代の党でございます。私たちは日本が明るくて温かな社会となるようにすることで、若い方々に日本のこころ、日本の誇りをしっかり持てるような日本の国、社会をつくって、それを引き継いでいきたいと考えています。いろんなアイデアが出されておりまして、消費税につきましても、消費税を払うだけではなくて、払ったらそこにポイントが貯まる。若い方々が６５歳になったら、それを払い戻して老後に使えるといったようなこと、公共事業をやりましょうということも、若い世代の人たちが次の生活をするときに災害が多い国であっても安全で快適なインフラで生活できる、これも若い人たちに引き継いでいかないといけない。それが今を生きる私たちの責務であると考えて、政策を打ち出しています。自分の国だということをしっかり認識して、選挙にかかわっていただきたいと思っています」
　－－はい、ありがとうございました。おそらく若い人たちが関心を持つかどうかの一つの大きな基準は、リーダーの方たちが魅力あるかどうか。それにふさわしい言動にあるかどうかを、おそらく見ながら投票に行こうかという人たちも多いと思う。ぜひ、そういう意味で、魅力ある発信をぜひしていただきたい。今日はいろいろ、第二部は不公平なことがあったかもしれない。お許しをいただきたいと思う。
　司会者「皆様お疲れさまでした。時間になりました。これで終わりにしたいと思います」
（おわり）
党首討論会要旨＝参院選
　２１日に行われた与野党９党首による討論会の要旨は次の通り。


参院選公示前の党首討論会に臨む与野党９党首＝２１日午後、東京都千代田区
　【経済政策】
　安倍晋三首相（自民党総裁）　大学生の就職率は史上最高、有効求人倍率も２４年ぶりの高水準だ。成果を出してきた。
　岡田克也民進党代表　経済政策が行き詰まっている。転換が必要だ。人に対する投資や所得の再分配、働き方の大改革をしっかりと実現して、持続的な経済成長が初めて可能となる。
　首相　アベノミクスは道半ばだ。エンジンをふかして、しっかりとデフレから完全に脱却し、経済を成長させていく。
　山口那津男公明党代表　アベノミクスによって国や地方の税収は大きく増えた。その成果を活用し、社会保障の充実、保育や介護の基盤整備、若者・女性の活躍に向けた取り組みを加速する。
　志位和夫共産党委員長　今度の参院選では安倍暴走政治ストップの期待に応える。アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困を是正する。
　荒井広幸新党改革代表　アベノミクスを成功させ、格差是正もしていく。
　中山恭子日本のこころを大切にする党代表　積極的な財政政策を採るべきだ。
　【消費税増税・社会保障】
　首相　（増税再延期は）公約違反と言われてもしょうがない。
　片山虎之助おおさか維新の会共同代表　身を切る改革、増税せず。この路線が正しい。
　【憲法改正】
　岡田氏　この参院選で憲法改正についてしっかりと議論すべきだ。９条の改正論はどうしても認めるわけにはいかない。
　首相　大切なことは（国会の）憲法審査会で逐条的な議論を行い、（与野党の意見を）集約していく。そして国民投票で問うべきだ。
　【野党共闘】
　志位氏　野党の連立政権を提案しているが、合意がない。衆院選までに話し合い、前向きな結論を得たい。
　岡田氏　理念・政策が統一されれば考えられるかもしれないが、そうでない限りは共産党との連立は考えられない。
　吉田忠智社民党党首　参院選は政権選択の選挙ではない。野党が協力するのは当然だ。
　小沢一郎生活の党代表　野党が力を合わせて、もう一度国民の期待に応えられるような集団になるべきだ。（2016/06/21-18:56）
安倍首相、アベノミクス継続訴え＝岡田氏、転換迫る－参院選２２日公示【１６参院選】
　第２４回参院選が２２日公示され、７月１０日の投開票に向け選挙戦がスタートする。これに先立ち、与野党９党の党首は２１日、日本記者クラブ主催の討論会に出席。最大の争点の経済政策をめぐり、安倍晋三首相（自民党総裁）がアベノミクスで「成果を出してきた」と継続を訴えたのに対し、民進党の岡田克也代表は政策転換を迫った。
　参院選には前回の４３３人に比べ、４０人程度少ない約３９０人が立候補する見通し。国政選挙では今回初めて選挙権年齢を１８歳以上に引き下げる改正公職選挙法が適用される。
　首相はアベノミクスにより高校・大学の就職率や有効求人倍率が上向き、中小企業の倒産件数も減少したなどと成果を強調。「まだ道半ばだ。エンジンをふかしてしっかりとデフレから完全に脱却し経済を成長させていく」と訴えた。消費税率１０％への引き上げを２０１９年１０月まで再延期することについては「公約違反と言われてもしょうがない」と認めた。
　公明党の山口那津男代表は、「アベノミクスの成果を活用し、社会保障の充実、保育や介護の基盤整備、若者・女性の活躍に向けた取り組みを加速する」と述べた。
　これに対し、岡田氏は「経済政策は行き詰まっている。転換が必要だ」と指摘。「人に対する投資や所得の再分配、働き方の大改革をしっかりと実現し、持続的な経済成長が初めて可能となる」と述べ、格差を是正するため、所得・資産の再分配を重視した経済政策に改めるべきだと主張した。
　共産党の志位和夫委員長は「安倍暴走政治ストップの期待に応える。アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困を是正する」と述べ、与党との対決姿勢を示した。　


党首討論会で訴えたい内容を示す与野党９党首＝２１日午後、東京都千代田区
　憲法改正をめぐっては、岡田氏が「参院選で憲法についてしっかり議論すべきだ」と要求。首相は「大切なことは（国会の）憲法審査会で逐条的な議論を行い、（与野党の意見を）集約していく。そして国民投票で問うべきだ」と述べ、秋の臨時国会から具体的な議論を始めたいとの考えを改めて示した。
　一方、首相と山口氏は、民進党が参院選で共産党と共闘を進めていることを批判した。岡田氏は「思い出すが、ある日突然、公明党は自民党と連立政権をつくった。有権者に対する裏切りだ」と反論した。
　討論会には、おおさか維新の会、社民、生活、日本のこころを大切にする党、新党改革の各党首も出席した。（時事通信2016/06/21-18:54）
安倍首相「アベノミクスで成果」＝「転換必要」と岡田氏－党首討論会【１６参院選】
　２２日の参院選公示を控え、与野党の９党首による日本記者クラブ主催の討論会が２１日午後、東京・内幸町で開催された。安倍晋三首相（自民党総裁）は、政権の経済政策「アベノミクス」により有効求人倍率などの指標が上向き、「成果を出してきた」と主張。これに対し民進党の岡田克也代表は、「経済政策が行き詰まっている。転換が必要だ」と批判した。
　また、岡田氏は憲法改正に触れ、「９条の改正論はどうしても認めるわけにはいかない」と強調。首相が改憲問題を参院選の争点から外そうとしているとして、「この参院選で憲法改正についてしっかりと議論すべきだ」と迫った。
　これに対し首相は「大切なことは（国会の）憲法審査会で逐条的な審査を行い、国民投票で問うべきだ」と述べた。
　討論会には、首相と岡田氏のほか、公明党の山口那津男代表、共産党の志位和夫委員長、おおさか維新の会の片山虎之助共同代表、社民党の吉田忠智党首、生活の党の小沢一郎代表、日本のこころを大切にする党の中山恭子代表、新党改革の荒井広幸代表が出席した。　（時事通信2016/06/21-13:49）
産経新聞2016.6.22 01:00更新 
【阿比留瑠比の極言御免】問われる民共合作の憲法観　共産「自衛隊は憲法違反だが、必要な時は活用する」　民進はこれを無視できるか？

　参院選に向けた討論会に臨む（左から）新党改革の荒井代表、生活の党の小沢共同代表、おおさか維新の会の片山共同代表、公明党の山口代表、自民党総裁の安倍首相、民進党の岡田代表、共産党の志位委員長、社民党の吉田党首、日本のこころを大切にする党の中山代表＝２１日午後、東京・内幸町の日本記者クラブ 
　２１日の日本記者クラブ主催の党首討論会では、自衛隊を合憲とみなす民進党と憲法違反の存在と断言する共産党が、参院選に向けて共闘している現状のグロテスクさが改めて浮き上がった。安倍晋三首相を「立憲主義に対する認識が全く間違っている」（民進党の岡田克也代表）と批判しながら、憲法観が全く異なる同士が手を結ぶ姿は、有権者の目にどう映るだろうか。
　「自衛隊が憲法違反なのは明瞭だ。（中略）急迫不正の主権侵害、大規模災害など、必要に迫られた場合には、自衛隊を活用するということは当然だ」
　「今問われているのは、自衛隊をなくすかどうかじゃない。自衛隊を海外の戦争に出していいかどうか」
　共産党の志位和夫委員長は質疑でこう明言した。この見解は、自衛隊を憲法違反状態に放置したまま、必要時には利用するというご都合主義的な開き直りだ。憲法違反だと認識しつつ、今はそれは問われていないとの言い分も、立憲主義との矛盾はどうするのか。
　ところが、この点について岡田氏は特段発言せず、一方で野党４党の共通政策の「第一」である安全保障関連法の廃止について、次のように主張した。
　「別に日米安保条約を廃棄すると言っているわけではない。安保法ができる前に戻すということだから、それによって日米同盟が全くおかしくなるという話は成り立たない」
　だが、安倍首相が「安保法によって互い協力でき、助け合うことのできる同盟はその絆を強くした」と指摘するように、日米同盟はすでに安保法を前提に次のステージに移っている。安保法を廃止すれば、関係は元に戻るだけでなくさらに後退するのは自明だろう。
　共産党の憲法観をめぐっては、与野党９党首が出演した１９日のインターネット中継動画サイト「ニコニコ動画」の討論会でも、次のようなやりとりがあった。
　安倍首相「自衛隊は憲法違反といいながら、しばらくはいいのか。違反だったらすぐ廃止すべきだろう」
　志位氏「私たちは、国民の合意を得て自衛隊を段階的に解消していく」
　おおさか維新の会の松井一郎代表「志位さんの話は、憲法を改正すると言っているように聞こえる」
　共産党は自衛隊の即時廃止か、自衛隊を憲法に明記する改正を主張しなければ筋が通らない。安保法よりよほど憲法との整合性が取れず、民進党が無視していい問題ではないはずだ。
　また、岡田氏が２１日の討論会で「メディアは相当自粛している」と決め付け、「参院選の最後の２週間、どうして（テレビで）党首討論をしないのか。本当に国民に伝わるのか」と声を荒らげたのには開いた口がふさがらなかった。
　岡田氏が外相当時の平成２２年７月、菅直人首相は参院選の街頭演説で、野党がテレビ番組などでの党首討論開催を求めていることについて、こう反論していたではないか。
　「（与野党９党首による討論会の）１対８の議論は議論ではない。下手をすればつるしあげだ」
　民進党のブーメラン投げのお家芸が一流なのは認めるが、少々、食傷気味になってきた。（論説委員兼政治部編集委員）
アベノミクスに点数つけるなら？　各党首が採点

東京新聞2016年6月22日 朝刊
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　与野党九党首は二十一日の日本テレビ番組で、「アベノミクス」の採点をボードに書き込んだ。

　安倍晋三首相（自民党総裁）と公明党の山口那津男代表はともに「道半ば」。控えめの評価だった。

　民進党の岡田克也代表は「３０点」と書き込んだ後、「甘かった」として、口頭で２５点ぐらいと下方修正した。共産党の志位和夫委員長は正社員が三十六万人減っていることをとらえて「－（マイナス）３６点」と書いた。

　社民党の吉田忠智党首は「１％の富裕層のため９９％が犠牲になっている」と「１点」。生活の党の小沢一郎共同代表は「点数が付けられない」として「－（マイナス）０点」と書いた。

　改憲に前向きな勢力は比較的高得点だった。録画で出演したおおさか維新の会の松井一郎代表は「民主党政権のころよりましだが、広く景気が良くなったことが国民に伝わっていない」としつつ「６５点」。日本のこころを大切にする党の中山恭子代表は「金融政策は必死に行われているが、財政政策はまだまだ足りていない」としながら「７５点」と書き込んだ。

　新党改革の荒井広幸代表は「３５／５０道半ば／１００」と記入。「道半ばだから（満点でも）５０点しかつけられない。（現時点では）３５点」と説明した。
しんぶん赤旗2016年6月22日(水)

首相、９条改憲否定せず　日テレ系討論番組

　２１日放送の日本テレビ系番組「ｎｅｗｓ　ｅｖｅｒｙ．（ニュース・エブリー）」で与野党党首討論が行われ、憲法改定問題がテーマになりました。この中で安倍晋三首相は、「今の段階でどこをどう変えるかを集約していないので参院選で問いようがない」と発言。日本共産党の志位和夫委員長が「安倍首相は憲法９条には手をつけないといえるのか」とただしたのに対し､首相は答えず､９条改憲を否定しませんでした。

　志位氏は「自民党は改憲草案を示し、９条２項を削除して、国防軍を保持すると書いている。こうなると、集団的自衛権にしても海外派兵にしても無制限にやれるようになることが入っている。９条には手をつけないといえるのか」と安倍首相をただしました。

　これに対し安倍首相は「憲法審査会で議論してほしい｣と述べるにとどまり､明確に答えませんでした。

　公明党の山口那津男代表は「安倍さんは聞かれるから、自民党の総裁として自民党の立場を話している。ただし、国会の中では何も議論が進んでいない」と弁解しました。

　“平和安全法制（戦争法）があれば９条改憲は必要ない”との立場を示した山口氏。志位氏から「首相も同じ立場か」と問われた安倍首相は、「自民党総裁としては憲法審査会で議論しようと言っている」と述べ、重ねて９条改憲を否定しませんでした。

首相、９条改憲議論に意欲　公明代表は否定的　民放党首討論

東京新聞2016年6月22日 朝刊

 　安倍晋三首相（自民党総裁）は二十一日、テレビ朝日番組の党首討論で、憲法九条の改憲について「自民党は（党改憲草案で）改正案を示しているが、（戦争放棄をうたった）一項、（戦力を持たず交戦権を認めないとした）二項を残したうえで『自衛隊を設置する』と書くのか、ということを議論していない。そういうことはまさに憲法審査会で議論していく」と述べ、九条改憲の議論を進めていくことに意欲を示した。

　首相は次の国会から憲法審査会で改憲論議を進めたい考えを示しており「（憲法審査会が）あるのに動かさない方がおかしいでしょう。当たり前のことを言っている」と強調した。

　これに対し、公明党の山口那津男代表は「政府のこれまでの考え方を守っていくべきだ。（集団的自衛権の行使を盛り込んだ）平和安全法制（安保法制）は、そのために憲法解釈を変えた」と述べ、九条改憲の議論に否定的な考えを示した。

　歴代政権は、憲法解釈で集団的自衛権の行使は認められないとしてきたが、安倍政権は行使できるように解釈を変更した。山口氏の発言は、解釈変更によって九条改憲論議は不要になったとの考えを示したといえる。　（金杉貴雄）

 

参院選公示で各党談話【１６参院選】
　各党は２２日の参院選公示に当たり、それぞれ談話を発表した。
　自民党　アベノミクスを前進させるか後退させるかが問われる選挙だ。経済においても、外交・安全保障においても、日本を４年前の混迷の時代に後戻りさせてはならない。「誇りある日本」を取り戻すため、この道を力強く前へ進んでいく。
　民進党　わが国は大きな分岐点にある。参院選で道を誤れば、国民の暮らしはますます厳しくなり、国の平和が脅かされる。安倍政権の暴走に歯止めをかけ、政治の流れを変える必要がある。
　公明党　自公による安定政権の継続で政策を前進させるか、民進、共産などによる混乱と停滞の政治に逆戻りするのか、日本の進路が問われる選挙だ。選挙目当ての野合勢力が多数を占めれば、民主党政権時代を上回る混乱を招くのは必至だ。
　共産党　戦争法を強行し改憲を狙う安倍政権の暴走に対し、野党と市民の共同でストップをかける歴史的な選挙だ。アベノミクスの失敗は明白だ。野党共闘で勝利し、党の躍進を目指す。
　おおさか維新の会　今こそ「身を切る改革」を行うべきだ。規制緩和や徹底した行財政改革により、力強い経済成長を実現する。しがらみや既得権に縛られている古い政治を壊し、国民とともに新しい政治を創っていく。
　社民党　安倍政権の下でないがしろにされてきた民主主義・立憲主義・平和主義を国民の手に取り戻す選挙だ。「アベ政治の暴走を止める」をスローガンに、全力で戦う。
　生活の党と山本太郎となかまたち　日本の民主主義と立憲主義、国民の生活を守る重要な戦いだ。安倍政権の暴走を止めるという旗の下、結束をし、全力でこの政権を打倒しなければならない。
　日本のこころを大切にする党　経済と社会保障をめぐる選挙だ。デフレからの脱却を最優先に、消費増税凍結、大型財政出動を訴える。来る憲法改正の局面で、改憲をけん引する役割を果たす。
　新党改革　脱原発する唯一の保守政党だ。アベノミクスを「家庭ノミクス」により格差是正し、成功させる。（時事通信2016/06/22-01:21）
神戸新聞ＮＥＸＴ2016/6/21 07:00神戸新聞NEXT
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　２２日に公示される参院選で、国政選挙で初めて適用される「１８歳選挙権」。兵庫県内の高校は今、高校３年生の年齢確認などを進めている。同じ高３生でも、この参院選に選挙権がある１８歳以上ならインターネットを含めた選挙運動ができるが、１７歳以下なら選挙運動は公選法に触れるためだ。「知らぬうちに法律違反」に陥らないよう、県教育委員会は周知を急ぐ。
　今回の参院選に投票できるのは、日本国籍を有し、投開票翌日の７月１１日以前に１８歳の誕生日を迎える人。法律上は誕生日の前日に年齢が増えるためだ。
　「選挙権のある生徒が、ルールを知らずに１７歳の同級生を選挙運動に誘うこともあり得る」。神戸市東灘区の県立御影高校で地歴・公民を担当する池田拓也教諭（４０）は危機感を口にする。
　池田教諭は５月上旬、３年生全３５７人の誕生日をチェック。参院選で選挙権を得るのは約１００人と分かった。情報を教員間で共有し、生徒に年齢を意識して行動するよう呼び掛ける。別の県立高校でも、ホームルームで「有権者」の生徒に手を上げさせるなどして注意を促している。
　「１８歳選挙権」導入をにらみ、文部科学省は昨年１０月、これまでの通知を廃止し、高校生が休日や放課後に校外で行う政治活動に参加することを容認。高校生もデモや集会などに顔を出せるようになった。
　ただし、特定選挙で特定候補者の当選を目的とした「選挙運動」は話が別。公選法の規定により、候補者の演説会を手伝うなどの運動ができるのは有権者に限られるのだ。
　特に注意を要するのがインターネット。県選挙管理委員会によると、公示後、候補者の街頭演説の様子を動画投稿サイトに投稿すれば選挙運動になる。１８歳以上の生徒を含む無料通信アプリＬＩＮＥ（ライン）のグループ内や短文投稿サイト「ツイッター」で、１７歳が「○○候補へ投票しよう」などと呼び掛ければ、同法違反になる可能性があるという。
　また、電子メールを使った選挙運動は政党や候補者にしか認められないなど、紛らわしいルールもある。
　ある県立高校の男性教員は「もしも違反事例を見つけた場合、どう対応すべきか。厳しく指導した方がいいのか、白黒付けない方がいいのか。初めてのことなので悩ましい」と不安を漏らす。（上田勇紀）
戦没者追悼式に出席

共同通信2016/6/21 18:30

　菅義偉官房長官は21日の記者会見で、安倍晋三首相が23日に沖縄県を訪問し、県などが主催する「沖縄全戦没者追悼式」に出席することを明らかにした。首相は式のあいさつで、平和への誓いや米軍基地を巡る負担軽減などに触れる見通し。

　現地での首相と翁長雄志沖縄県知事との個別会談に関し、菅氏は「予定はない」と否定した。

　22日公示、7月10日投開票の参院選は、公選法の規定や通例に基づくと公示日は23日になるが、追悼式が開かれる沖縄の「慰霊の日」と重なるため、政府は公示を1日前倒しした。

安倍首相「ちょっとフェアじゃない」　番組収録で抗議
朝日新聞デジタル2016年6月22日00時17分
　安倍晋三首相が２１日、テレビ朝日「報道ステーション」の収録後、終了時刻が予定の午後６時より約１分過ぎたことに腹を立て、司会者に「６時までと言ったじゃない。時間を守ってもらわないと困る。飛行機の時間があるんだから」と詰め寄る場面があった。
　与野党９党の党首討論の収録だった。最終盤で司会者が「テレビでの党首討論が今週で最後。首相の都合もあると聞いているが」と質問。首相は「菅政権の時、党首討論は４回。今度は５回」と反論した。
　この時点で収録終了予定の午後６時になったが、司会者は民進党の岡田克也代表に発言を促した。すると、首相は「６時に出ないといけない。飛行機の問題があるから。ちょっとフェアじゃない」と抗議した。
県に係争委通知届く　午後２時ホームページに公開

琉球新報2016年6月21日 12:35 
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国地方係争処理委員会から届いた通知文を確認する県の職員＝２１日午前１１時４０分、県庁
　翁長雄志知事による名護市辺野古の埋め立て承認取り消しに対し、国が出した是正指示の適否を審査していた国地方係争処理委員会の結果通知文が２１日午前１１時２０分ごろ、県庁に届いた。通知は米軍普天間飛行場の辺野古移設計画に関する国と県の対立は好ましくないとの理由から、是正指示の適否は判断せず、双方に問題の協議を求める内容。県は通知文を弁護団と精査した上で今後の対応を決める方針。
　県によると、通知文は表紙を含めて１１枚。県側の主張、国側の主張の論点をそれぞれまとめた上で、今回の判断に至った理由などを説明している。係争委は２１日午後２時をめどに通知文をホームページに公開する。【琉球新報電子版】
平和宣言で米軍属事件言及、沖縄　翁長知事、23日の追悼式典で

共同通信2016/6/22 02:05

　沖縄県の翁長雄志知事は21日、太平洋戦争末期の沖縄戦の戦没者を追悼する23日の「沖縄慰霊の日」の式典で読み上げる平和宣言で、元米海兵隊員の軍属が逮捕された女性暴行殺害事件に言及する方針を固めた。

　県関係者によると、「米軍基地があるがゆえに、非道な事件が起きた」といった趣旨の文案を検討。戦後71年を経ても、米軍関係者による事件や事故が後を絶たない沖縄の現状を、式典に出席する安倍晋三首相ら日米両政府の関係者に直接訴える狙いがある。

地位協定改定を要請＝翁長知事らが外務省に
　沖縄県の翁長雄志知事ら基地関係自治体による「沖縄県軍用地転用促進・基地問題協議会」のメンバーは２１日午前、外務省で武藤容治外務副大臣と会い、米軍属による女性殺人事件を受けた「抜本的な解決策」として、日米地位協定の改定や海兵隊の削減を含む基地の整理縮小を申し入れた。
　翁長氏は、「日米地位協定は不平等で日本国民が守られていない。抗議などでなく、協定の改定をしっかりやってほしい」と要請。これに対し、武藤氏は「実効的な再発防止策の協議を進めている」と理解を求めた。　（時事通信2016/06/21-11:55）
地位協定の抜本改定を　沖縄県知事、外務省に要請

東京新聞2016年6月21日 夕刊

	日米地位協定の抜本改定などを求め、武藤容治外務副大臣（右）に要請書を手渡す翁長雄志知事＝２１日午前、外務省で
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　沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事は二十一日、米軍属の男が逮捕された女性暴行殺害事件を受けて外務省を訪れ、在日米軍の法的地位を定めた日米地位協定の抜本改定と沖縄の米軍基地の大幅な整理・縮小を要請した。

　翁長知事は、在沖縄米海兵隊の削減要求も盛り込んだ要請書を武藤容治外務副大臣に提出。「事件のたびに綱紀粛正、再発防止を繰り返し申し入れてきたが、現状は全く変わらない」と日米両政府の対応を批判した。

　武藤副大臣は日米地位協定の運用改善を通じた軍属の範囲明確化などを挙げ「実効的な再発防止策にスピード感を持って取り組む」と応じた。

　要請には、女性の遺体が遺棄された恩納（おんな）村長や、容疑者が勤務していた嘉手納（かでな）基地のある嘉手納町長らが同行した。

　十九日に那覇市で開かれた「県民大会」では、日米地位協定の改定や米海兵隊の撤退要求を決議。主催者発表で約六万五千人が集い、日米両政府に抗議の意思を示した。

　翁長知事は、午後に首相官邸や在日米大使館にも要請に訪れる予定。

海兵隊削減を中谷防衛相らに要請＝翁長沖縄知事、訪米意向も表明


杉田和博官房副長官との面談後、報道各社の質問に答える沖縄県の翁長雄志知事＝２１日午後、首相官邸
　沖縄県の翁長雄志知事は２１日、東京都内で中谷元防衛相、杉田和博官房副長官、在日米大使館のハイランド首席公使ら日米両政府の要人を相次いで訪ね、先の米軍属による女性殺害事件を受け、海兵隊削減を含む米軍基地の整理縮小と、日米地位協定の見直しを要望した。また、翁長氏は時機を見て訪米し、同様の申し入れを米政府に直接行いたいとの意向を記者団に表明した。
　中谷氏は知事との会談で、日米間で地位協定の対象となる米軍属の範囲見直しを進めていると説明。「実効的な再発防止策を早急に取りまとめるべく、全力を挙げている」と理解を求めた。
　翁長氏は一連の要請で、「米軍属事件の背景には沖縄県の過剰な米軍基地負担がある」と主張。日米両政府が行っている地位協定見直しについては、記者団に「抜本的なものではない」と不満の意思を示した。　
　各会談には、米軍基地を抱える自治体でつくる「沖縄県軍用地転用促進・基地問題協議会」メンバーの首長も同席した。（時事通信2016/06/21-18:30）
しんぶん赤旗2016年6月22日(水)

地位協定改定・海兵隊削減　翁長知事らが要請
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（写真）要請後、記者団の質問に答える翁長雄志知事（中央）と當山宏・嘉手納町長（左後ろ）、新垣邦男・北中城村長（右後ろ）ら＝２１日、都内


　沖縄県の翁長雄志知事ら基地関係自治体による「沖縄県軍用地転用促進・基地問題協議会」（軍転協）のメンバーは２１日、関係省庁や在日米国大使館に、元米海兵隊員の軍属による女性暴行殺人事件に抗議するとともに、日米地位協定や海兵隊の削減を含む基地の整理･縮小を要請しました｡

　知事は「日米地位協定は不平等条約だ。日本は本当に独立しているのか。不平等で日本国民が守られていない」と指摘。「抗議ではなく、日米地位協定の改定をしっかりやって、基地の縮小をしっかりやってほしい」と強く求めました。

　また、日米両政府が地位協定の「運用改善」を検討していることについては、記者団に「抜本的なものではない」と不満の意思を示しました。

　軍属が勤務していた嘉手納基地を抱える當山宏･嘉手納町長は｢今回のような残虐な事件はどの地域でも起こりうる｡綱紀粛正ということではもうらちがあかない｡やはり､今回の日米地位協定の改定こそがより有効な解決策だ｣と述べました｡

　北中城村の新垣邦男村長は、「こういう残虐な犯行には軍人の本質が出ている。綱紀粛正や再発防止では沖縄県民は収まらない。海兵隊の撤退をすべきだ」と求めました。

翁長知事 地位協定見直し 防衛相に要請
ＮＨＫ6月21日 15時39分
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沖縄県の翁長知事は中谷防衛大臣と会談し、沖縄県で女性が殺害されアメリカ軍の軍属の男が逮捕された事件を受けて日米地位協定の見直しなどを求めたのに対し、中谷大臣は、地位協定の対象者の範囲を見直すためアメリカとの調整を急ぐ考えを伝えました。
沖縄県の翁長知事は、２１日、県内のアメリカ軍基地を抱える自治体の長とともに防衛省を訪れて中谷防衛大臣と会談し、沖縄県で２０歳の女性が殺害されアメリカ軍の軍属の男が逮捕された事件について、「断じて許すことができず、抗議の要請をしている。理解していただきたい」と述べ、要請文を手渡しました。
この中では、「これまで米軍人、軍属等による事件・事故が発生するたびに、綱紀粛正や再発防止を繰り返し強く申し入れてきたが、現状は全く変わらないと言っても過言ではない」としています。
そのうえで、「日米地位協定を見直すとともに、海兵隊の削減を含む基地の整理・縮小など、過重な基地負担の軽減に真摯（しんし）に取り組んでいただきたい」としています。
これに対し、中谷大臣は「日米間で、再発防止策として、軍属を含む日米地位協定上の地位を有する米国人の扱いの見直しで一致しており、引き続き緊密に協議していく。スピード感を持って全力を挙げている」と述べ、地位協定の対象者の範囲を見直すため、アメリカとの調整を急ぐ考えを伝えました。
菅氏、米海兵隊移転「予定通り」…撤退要求に

読売新聞2016年06月21日 15時45分



「県民大会」でメッセージを掲げる参加者（１９日、那覇市で）

　菅官房長官は２０日の記者会見で、米軍属による女性殺害容疑事件に抗議した沖縄「県民大会」が米海兵隊の撤退要求などを決議したことに対し、海兵隊のグアムなどへの一部移転を予定通り実施したい考えを示した。

　事件を機に高まる反基地感情を和らげるため、政府は負担軽減や防犯対策を着実に進める方針だ。

　「県民大会」は、うるま市の女性（２０）を殺害、遺棄したとして米軍属の男が逮捕された事件に抗議するため、１９日に那覇市内で開かれた。主催者側は約６万５０００人が参加したと発表した。

　ただ、大会は革新色の強い団体が主催し、自民、公明両党や県内の多くの市町村長は参加を見送った。菅氏は記者会見で「よく『県全体』と話をされるが、全く当たらない」と指摘した。開催目的に県内でも意見が割れる「海兵隊撤退要求」などが盛り込まれたこともあり、自民党などからは「痛ましい事件を政治利用するものだ」（県連幹部）との批判も出ていた。

官房長官 「埋め立て計画」巡り沖縄県の動き注視
ＮＨＫ6月21日 12時35分
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菅官房長官は、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡り、埋め立て承認の取り消しの撤回を求めた国の是正指示は有効だとしたうえで、沖縄県側がこれを不服として裁判を起こすかどうかを注視する考えを示しました。
沖縄の普天間基地の移設計画を巡り、「国地方係争処理委員会」は、先週、名護市辺野古沖の埋め立て承認の取り消しを撤回するよう求めて、国が出した是正指示が違法かどうか判断せず、国と沖縄県の真摯（しんし）な協議を求める結論をまとめました。
これについて、菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、「政府と沖縄県は、裁判所が提示し、双方が合意した和解条項に基づく手続きを進めており、国地方係争処理委員会の判断が示された場合の手続きも、和解条項に定められている」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は「今回、国地方係争処理委員会は、是正指示が違法であるということは認めず、是正指示は有効だと思っている。この結論に対して沖縄県に不服があれば、和解条項に基づいて１週間以内に是正の指示の取り消し訴訟を提起することになるだろう」と述べ、沖縄県側が期限の１週間以内に裁判を起こすかどうかを注視する考えを示しました。
また、菅官房長官は、国地方係争処理委員会が政府と沖縄県の協議を求めていることについて、「協議も訴訟も並行して行うという形で和解条項の中にあり、それに基づいて協議することは当然のことだ」と述べました。
沖縄県民大会「強い感情を理解」＝米
　【ワシントン時事】米国務省のカービー報道官は２０日の記者会見で、沖縄県うるま市で起きた米軍属女性暴行・殺人事件に抗議する「沖縄県民大会」が開かれたことについて「（県民の）強い感情は理解している。私たちは彼らの懸念を深刻に受け止めている」と語った。
　ただ、大会決議に盛り込まれた日米地位協定の抜本改定に関しては「国防総省と防衛省の間で既に（運用改善に向けた）検討を進めている」と従来の立場を強調。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の閉鎖要求についても「（名護市辺野古への）移設を進める私たちの強固な決意は何も変わらない」と譲らなかった。　（2016/06/21-08:23）
普天間移設、本土の反対懸念＝梶山元官房長官が書簡で
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）をめぐり、日米両政府が返還で合意した際に官房長官だった梶山静六氏（故人）が直筆の書簡で、本土の反対運動を理由に名護市での代替基地建設を追求するほかないと記していることが２１日、分かった。書簡は２２日、沖縄県公文書館に寄贈される。
　日米両政府は１９９６年、県内移設の条件付きで普天間返還で合意。９７年に名護市で移設の是非に関する住民投票が行われ、反対票が過半数を占めた。比嘉鉄也市長（当時）は移設受け入れと辞意を表明。梶山氏の書簡は９８年、橋本内閣と大田昌秀知事（同）との仲介役を務めた下河辺淳元国土庁事務次官に宛てて出された。
　この中で梶山氏は、名護市辺野古の米軍キャンプ・シュワブ沖以外に候補地を求めることは「必ず本土の反対勢力が組織的に住民投票運動を起こすことが予想される」と懸念。「岸本（建男）現市長が『受け入れ』のまま市の態度を凍結するとしている名護市に基地を求め続けるよりほかにない」としている。
　書簡は財団法人「下河辺淳アーカイブス」（東京都港区）が所蔵していた。県公文書館の福地洋子主任専門員は「当時の米軍基地問題について、国側の考えが分かる貴重な資料だ」と評価した。　（2016/06/21-18:36）
本土反対で移転頓挫　不平等の二重基準【検証・在沖海兵隊（7）】
沖縄タイムス2016年6月21日 11:30




キャンプ・シュワブから揚陸艦に向かう海兵隊の水陸両用車。戦場につながる訓練が沖縄の日常に溶け込む＝２０１２年１１月、名護市辺野古
　「日本政府は米軍の部隊と基地を（沖縄に）残したい。なぜなら本土に代わりの場所を見つけられないからだ」 
　在沖米海兵隊が２０１４年以前に新任兵士対象の研修で使っていた教材に、こんな記述が含まれている。 
　これまで日本政府は沖縄に対し、「地理的優位性」や「抑止力」といった軍事的な観点から沖縄駐留を意義付けてきたが、海兵隊側は「代替地を見つけられない」という政治的な理由と分析していたのだ。 
　日米安保条約では、日本側に基地を提供する義務がある。米軍側も「在日米軍の配置は日本政府の先決事項」との認識をたびたび示している。ただ海兵隊の教材が示すように、日本政府は県外移転の機会を得ながら、本土の反対で頓挫する経験を繰り返している。 
　１９９６年には政府系シンクタンク総合研究開発機構（ＮＩＲＡ）の委託を受けた研究所が、在沖海兵隊の大半の機能を北海道の苫小牧東部に移すことを報告書に盛り込んだ。 
　広大な土地を確保した上で、近くに港湾、空港（千歳）、自衛隊演習場があることから、空地一体で運用でき、機能は損なわれないと結論づけていた。 
　報告書の内容が報道で明らかになると、政府は火消しに躍起になった。地元の国会議員が猛反発したからだ。当時の政府幹部は「政治的コストが高すぎる」と漏らしていた。 
　２０１２年には、米側が在沖海兵隊のうち１５００人の山口県・岩国基地への移転を日本側に打診。すでに神奈川県・厚木基地からの空母艦載機移駐が計画されていたため、山口県知事や岩国市長が反対を表明すると、日本政府は「地元説得は無理」と難色を示し、実現しなかった。 
　１４年７月、政府は沖縄県知事選を前に普天間飛行場オスプレイの佐賀空港への暫定移転を佐賀県などに打診。地元の反対を受け、１年後に白紙に戻した。 
　一方の沖縄では、全市町村長や県議が配備反対の建白書を政府に出してもオスプレイが頭上を飛び、知事選や名護市長選で民意を突きつけても辺野古新基地建設が進む。翁長雄志知事が「他の地域では知事や市長が反対を訴えれば引き下がる。沖縄との違いは何か」と不満をぶつけるように、不平等、不条理、二重基準に対する怒りは根強い。 
　「海兵隊が沖縄に移転したのは本土の反基地感情が要因の一つ」「米側が撤退を検討しても日本が引き留めた」「基地の集中で重要性を増したが、もともと沖縄にいなければならない根拠は乏しい」…。 
　海兵隊の沖縄駐留には歴史的にも機能的にも多くの疑問が投げ掛けられてきた。さらに元海兵隊員による暴行殺人事件をきっかけに「海兵隊撤退」を求める声は高まっている。（特別報道チーム・福元大輔）＝おわり
安田さん不明１年 「紛争の実態伝えたい」仲間ら無事願う
毎日新聞2016年6月21日　19時49分（最終更新　6月21日　20時12分）
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３月１６日にインターネット上に公開された安田純平さんとみられる男性の動画
　取材のため内戦下のシリアに入ったフリージャーナリスト、安田純平さん（４２）が行方不明になって２３日で１年になる。「空爆で破壊された町を取材して紛争の実態を明らかにしたい」。安田さんから取材にかける思いを聞いていたジャーナリスト仲間らは、無事の帰国を願っている。 
　複数の知人によると、安田さんはシリアに入る直前、トルコに滞在していた。ジャーナリストの高世仁さん（６３）には現地から電話やメールで連絡があり、取材のアイデアをやり取りしていた。「イラクに行くか、シリアに行くか迷っている。どう思いますか」。どちらも入国は容易でなく、複数のルートを探りながら構想を練っていたとみられる。「トルコ滞在中に既に別のニュースも取材できており、もう帰ってくるのかなと思っていたころ、シリア行きのめどがたったと連絡があった」と高世さんは振り返る。 
　友人のフリージャーナリスト、常岡浩介さん（４６）にもシリア行きを伝えていた。「反体制派の支配地域の実態や、（火薬や金属片を詰めた）たる爆弾による被害を取材したい」と意気込んでいたという。だがシリア入りの直前に安田さんから届いた文字メッセージには緊張感がにじんでいた。「あとは（ガイド役を）信じるか信じないかだけだな」 
　安田さんは、トルコ南部ハタイ県アンタクヤからシリア北西部イドリブ県に入ったとされる。検問所の通過は難しく、密入国したとみられる。常岡さんによると、２０１５年６月２３日朝（日本時間）、越境を報告する文字メッセージを最後に連絡が途絶えた。メッセージには「いまシリアです。どこだかさっぱり分からんけど」などとあった。 
　安田さんは信濃毎日新聞記者からフリージャーナリストに転身し、イラクを中心に紛争地を取材。０４年４月、バグダッド近郊で市民団体メンバーの日本人男性とともに武装勢力に拘束され、３日後に解放された経験を持つ。 
　過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）による２邦人殺害事件などを受け、外務省はシリアを最も危険度が高い「退避勧告」の対象地域としている。危険と隣り合わせの紛争地取材。常岡さんは「シリアは今、最も深刻な人道危機が起きている場所。取材しないということは考えられない」と安田さんに理解を示す。ジャパンプレス所属のジャーナリスト、藤原亮司さん（４８）は「武装勢力に拘束された後も、安田さんはバッシングを受けながらイラク取材を続けていた。今回も覚悟を持ってシリアに向かったと思う」と話している。【福島祥】 
